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RIST creates new directions in science and technology achievable“only at TUS”.

総合研究院

総合研究院は東京理科大学の社会的な使命を達成するため研究体制を強化し続けます。

野田統括部 野田研究推進課

■
■

■

神楽坂キャンパス 東京都新宿区神楽坂1-3
葛飾キャンパス 東京都葛飾区新宿6-3-1

野田キャンパス 千葉県野田市山崎2641

お問合せ先
■総合研究院に関すること
野田統括部 野田研究推進課

［TEL］ 04-7122-9151　［FAX］04-7123-9763
［URL］https://rist.tus.ac.jp/

■産学連携に関すること
研究戦略・産学連携センター

［TEL］ 03-5228-7440　［FAX］03-5228-7441
［URL］https://www.tus.ac.jp/ura/



火災科学研究所

スペース・コロニー研究センター

大気科学研究部門

超分散知能システム研究部門

インテリジェントシステム研究部門

先端都市建築研究部門

統計科学研究部門

技術経営戦略・金融工学社会実装
研究部門

総 合 研 究 院 長 挨 拶

髙 柳 英 明
東京理科大学総合研究院長

　総合研究院は2015年4月1日に旧総合研究機構を改組し、設立されました。研究における大学の研究

水準の向上と我が国および世界への貢献をめざした連携・協力組織として研究推進機構が設置され、そ

のもとに、総合研究機構から名称を変更した総合研究院が位置づけられています。この総合研究院から、

国内のみならず、世界水準の質の高いオリジナルな研究を発進することが期待されています。

　研究部門を主体とした研究組織に加えて、研究センター、共同利用・共同研究拠点を統合し、本格的な

研究推進組織の実現を図り、現在の構成は、6研究センター、20研究部門、および2共同利用・共同研究

拠点です。これほど大きな横断的研究組織を持つ私立大学は稀であります。

　総合研究院の具体的な目標は、それぞれの学問分野の基礎についての徹底した理解を踏まえた上で

基礎及び応用の区別を超えた分野間の実質的な連携を追求し、学内・外および国内・外の壁を取り払っ

て研究を積極的に実施し、本学の教員人事の流動性・機動性の強化、並びに社会とのつながりの強化等

の実現です。この様な活力と可視化できる成果と求心力に富んだ魅力溢れる研究環境を活かして、次世

代の社会を担う創造性豊かな、多様性に富んだ多くの優れた人材が輩出されることが期待されています。

　また、国際連合が2015年にＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）を定めましたが、総合研究院では環境問

題やエネルギー問題を意識した研究をそれ以前より進めてきました。例えば、光触媒国際研究センター

では、環境・エネルギー問題を解決する科学技術としてその将来性が非常に注目されている光触媒の研

究開発に加え、安倍元首相がダボス会議で触れ、全世界で研究が活発化しているカーボンリサイクルに

も今後強力に関わって行く予定です。また、宇宙での極限環境下で人間が長期間滞在するために必要な

技術の研究開発を行うスペース・コロニー研究センターでは、排熱エネルギーの再利用や、水や空気の再

利用、自給自足に必要な食糧の生産等、地上でも利活用可能な技術の高度化の実現を目指しています。

　地球規模で起きている気候変動等の諸問題の解決には、いろいろな分野が相関しているため、個々の

技術で対応できるようなものではありません。理工系総合大学としての幅広い技術力を結集し、横断的に

取り組むことが重要となってきます。

　研究戦略・産学連携センター（URAセンター）とも協同し、社会の要請に応えるべく、自然科学におけ

る基礎並びに応用の諸分野に関し、横断的、総合的な研究を行うシステムを整え、センターや部門間の壁

を取り払い、相互に連携し、理科大ならではの新しい学問の流れと成果を着実にあげられるようにしたい

と思っています。

ヒト疾患モデル研究センター

脳学際研究部門

実践的有機合成を基盤とした
ケミカルバイオロジー研究部門

アカデミック・ディテーリング・
データベース部門

核酸創薬研究部門

合成生物学研究部門

生物環境イノベーション研究部門

先進複合材料・構造CAE研究部門

光触媒国際研究センター

ウォーターフロンティアサイエンス＆テクノロジー研究センター

ナノカーボン研究部門

界面科学研究部門

再生可能エネルギー技術研究部門

アンビエントデバイス研究部門

物質・材料

基礎・計測

環境・情報・社会創薬・バイオ

構造材料・機械・流体・建築

研究センター
文部科学省等の公的資金の支援を
受けた組織

研究部門
学内の研究資金により組織する
総合研究院の中核的研究組織

共同利用・共同研究 拠点
文部科学省より共同利 用・共同研
究拠点として認定され、学 外の研究
者と行う先端的共同研究 拠点

“領域”
共通の研究テーマをもつR I S T「グループ」

赤外自由電子レーザー研究 センター

現代代数学と異分野連携 研究部門

数理解析連携研究部門

ナノ量子情報研究部門
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物質・材料

光触媒国際研究センター
Photocatalysis International Research Center (PIRC)

光触媒にはまだまだ様々な可能性やチャンスがあり、それに
向かってチャレンジしていくことが重要であると考えていま
す。本センターが中核となって、光触媒によるグリーン・イノ
ベーションを担う優秀なグローバル人材を育成するとともに、
世界中に情報発信し、光触媒の普及・発展をリードしていこ
うと考えています。

  PIRC@rs.tus.ac.jp設立2013年4月

光触媒技術の深化による実用的な環境浄化・エネルギー創成に関わる総合システムの構築

センター長
栄誉教授

藤嶋　昭
Akira Fujishima

 センター設立に至る経緯
　本センターは光触媒及び関連分野の競争力強化のために必要な光触媒総合シ
ステムの戦略的研究開発と、光触媒によるグリーン・イノベーションを担う優
秀なグローバル人材を育成する拠点として、経済産業省「イノベーション拠点
立地支援事業（技術の橋渡し拠点整備事業）」に採択され、前身のエネルギー・
環境光触媒研究部門を発展的解組し、2013 年 4 月にスタートいたしました。

 光触媒の応用と現状の課題
　光触媒は日本発かつ日本が世界をリードする科学技術の一分野であり、エネ
ルギー・環境問題を解決する科学技術としてその将来性が非常に注目されてい
ます。現在、主に使用されている光触媒の代表例としては「酸化チタン」が挙
げられます。酸化チタンに太陽光などに由来する紫外光が当たると、「酸化分
解力」と「超親水性」の二つの機能が発現します。「酸化分解力」は消臭、抗菌、
防汚などに、「超親水性」は防曇、防汚（セルフクリーニング効果）などに有
効です。さらに、まだ実用化には至っていませんが、光触媒のホンダ・フジシ
マ効果による水の水素、酸素への完全分解は人工光合成の可能性の観点から、
長年活発な研究開発が続けられています。

　近年の光触媒及び関連する技術は、住宅関連分野、浄化機器分野、生活・医
療分野を中心に応用展開され、光触媒評価の標準化（ISO）に関する国際協調
事業も進行しています。しかしながら、いくつかの課題は依然として残された
ままです。例えば、蛍光灯の光でも屋内を十分浄化できる高効率可視光応答型
光触媒の開発や、細胞生物学・微生物学や光線力学療法を融合させた殺菌・治
療技術の確立が挙げられます。実用的な量の水素を生成できるような光触媒水
分解システムの構築は、光触媒反応発見以来の重要な課題であり続けています。
さらに、二酸化炭素の削減とその資源化に関する人工光合成の確立など、国家
レベルで取り組まれている課題もあります。

 センターが目指すこと
　光触媒国際研究センターでは、これまでの研究実績を基に現状の課題克服を
目指します。同時に、産学官の協同による実証研究を通じて、光触媒を実用的
な環境浄化・エネルギー創成に関わる総合システムとして開発していきます。

 センターにおける研究体制
　本センターは、最先端の研究を遂行すると同時に、学内外の研究者が参加で
きる光触媒研究拠点の形成を目指しています。本センターの特色として、国内
外からの若手研究者を参画させることで、人材育成と国際交流を図る点が挙げ
られます。また、外部の研究機関や産業界からの共同研究者をお迎えして、基
礎研究から製品化・市場開拓まで幅広く取り組む点も特色として挙げられます。
これらの特色を活かし、光触媒研究を総括的に進めていきます。
　本センターでは、光触媒に関連する要素技術を便宜上 3 つのユニットに分
けていますが、互いに連携し合い、ユニットごとに開発した要素技術を集積し、

光触媒の高性能化、さらには新機能創成に向けた開発を進めています。公的機
関や民間企業にも参画していただき、光触媒産業の活性化のための市場開拓も
行えるような体制を整えています。
　本センターでの活動を通じて、社会的関心が高いエネルギー・環境問題解決
に向けたサイエンス・テクノロジーの一分野が打ち出されるものと期待できま
す。さらに、材料開発やその製造プロセスに関する成果は、周辺の研究分野へ
の大きな波及効果が期待されます。

 研究テーマ
セルフクリーニングユニット
　光触媒セルフクリーニングは、主に酸化チタンが紫外光照射下で発現する「酸
化・分解」と「超親水性」の 2 つの機能を利用したもので、広く応用展開さ
れています。しかし、有機ガラスや車輌への高耐久性光触媒被膜の形成や、室
内光源の変化（蛍光ランプから白色 LED ランプ）への対応など重要な課題も
多いです。本ユニットでは外装・内装材用セルフクリーニング材料、光触媒材
料の塗装・コーティング技術などの研究を進めています。具体的には、光触媒
微粒子の形態制御、コーティング基材の検討（形状加工、無機・有機基材の探
索など）、機能材料との複合化の検討（有機高分子・ガラスとの複合化など）、
可視光応答型光触媒材料の探索などに取り組んでいます。

人工光合成ユニット
　光触媒を用いて太陽光によって水を分解し水素を作り出す技術、二酸化炭素
を還元し炭化水素などのエネルギー資源に変換する技術は、人工光合成として
クリーンなエネルギー創成システムとして近年盛んに研究が行われている分野
です。人工光合成の研究は、1972 年に Nature 誌で発表されたホンダ・フジ
シマ効果に端を発しますが、現在においても変換効率が低く実用化には至って
いません。そこで本ユニットでは、水分解に活性な新規光触媒の開発、高効率
二酸化炭素還元用電極・光電極の開発などに取り組んでいます。また、太陽光
を有効利用する観点で、発電・蓄電との組み合わせなど総合システムも検討し
ています。

環境浄化ユニット
　光触媒の強い酸化力が抗菌・抗ウイルスに有効であることは , 比較的早い段
階で知られており、光触媒塗布タイルなどが手術室の内壁材として導入されて
います。本ユニットでは光触媒の殺菌メカニズム解析や光触媒を用いた芽胞形
成菌の不活化に関する基礎研究を行っております。また、光触媒のバイオ応用
に関する研究として、光触媒を用いた種子の発芽率の向上や光触媒を用いた希
少糖の合成にも取り組んでいます。

目的 セルフクリーニング、環境浄化、人工光合成を三本柱とした光触媒に関する研究を行い、光
触媒技術を新たなステージへと進化させる研究開発を目的とします

今後の展開 光触媒市場の裾野を拡大させるオリジナルかつ世界最先端の成果を出し、光触媒研究の中
核となるよう、世界規模での拠点を目指します

図 1　光触媒作用とその応用

図 2　光触媒国際研究センターの体制図
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物質・材料

ウォーターフロンティアサイエンス
& テクノロジー研究センター
Water Frontier Science & Technology Research Center

2016 年度から始まった文部科学省の私学ブランディング
事業に基づく研究センターです。学内外の関連する研究者は
もちろん、若手研究者や本学学生の皆さんと、生命の源で
ある水の学理の探求と様々な技術への応用を通じて、水と
材料にまつわる学術の発展と、豊かで住み心地の良い社会
への貢献を目指します。

  waterfst@rs.tus.ac.jp設立2016年11月

物質・材料の表面・界面における水の構造・濡れ・流れの統合的理解とその工学的応用

センター長
理学部第一部化学科　教授

由井　宏治
Hiroharu Yui

　「水」は様々な分子を柔軟に包むことのできる身近で基本的な物質です。我々
の身体の中では、水は生体組織を満たしその構造化と維持を助け、また必要な
酸素や養分をすみずみの細胞まで輸送するなど、生命活動にとって必要不可欠
な役割を果たします。さらに日常の生活環境、すなわち適度な湿度と大気圧の
もとでは、我々の生活を支える身の回りの様々な物質や材料の表面にも必ずと
言ってよいほど存在しています。これらの物質・材料表面に存在する水は目で
は見えませんが、高度な生命活動の維持、触媒や機械を用いたものづくりや、
自動車・船舶・航空機などの輸送機器や、人工心臓や血管などを構成する材料
表面の機能に大きく影響します。

　しかし、身の回りの材料表面は、原子・分子レベルに比べて大きな凹凸が存
在したり、環境に応じて変化する化学的な置換基に覆われたりしており、また、
生体組織では多種多様な生体高分子が３次元的に構造組織化されているなど、
極めて複雑な場であることが一般的です。このような物質・材料表面に存在す
る水分子を例えばナノスケールで選択的に計測することは、これだけ科学技術
が進んだ現在でも大変難しい課題です。同様にこのような場は、理論や計算シ
ミュレーションによる取り扱いにとってもチャレンジングな課題となります。
一方で、革新的なこれまでの延長線上にない技術を生み出すには、このような
場における基礎的な水の性質と挙動を理解する事が必要不可欠です。そして、
その学理の構築のためには、①ナノレベルの形状や表面の化学修飾状態などが
きちんと規定された物質・材料表面を作製する材料開発技術、②動作環境下で
表面・界面選択的な高空間・高時間分解計測を実現する計測技術、及び③スケー
ルを跨いでモデリングできる理論解析・シミュレーション技術による、三位一
体の取り組みが欠かせません。すなわち専門分野の垣根を越えた多くの研究者
の連携・協力体制が不可欠といえます。

　このような中、ウォーターフロンティアサイエンス＆テクノロジー研究セン
ター（Water Frontier Science and Technology Research Center、 
W-FST）は、2016 年度から始まりました文部科学省による私立大学研究ブ
ランディング事業を受け、事業名「材料表面・界面における水の学際研究拠点
の形成」のもと、その中核を担う目的で設立されました。数多くの物質や材料
表面においてその特性や機能発現に決定的な役割を果たしている水。当セン
ターではこのような物質・材料表面におけるナノスケールにおける水の「構造」、
そしてナノからミクロ、そしてマクロに至る水の動態である「濡れ」と「流れ」
に至る基礎科学の確立を目指します。そして水の有する時間・空間におけるマ
ルチスケール的な性質を統合的に理解し、制御することで、省エネルギーに貢
献する低摩擦・低摩耗表面材料の創出や、再生医療に資する生体適合性の高い
機能性材料の開発などを目指しています（図１）。そして得られた研究成果を
世界に広く発信することで、学術界・産業界、そして未来社会への貢献を目的
としています。

 センターを構成する 6 つの研究グループ
　W-FST センターの内部は、専門的見地から集中した議論を可能とし、小回
りの利く以下の 6 つの研究グループ（G1 ～ G6）に分けて、研究を効率的に
推進する計画です（図 2）。
G1「物質・材料表面グループ」
G2「バイオ界面グループ」
G3「濡れと流れの基礎科学グループ」
G4「水の基盤的理論・シミュレーショングループ」
G5「流体計測・制御技術グループ」
G6「水環境分析応用グループ」

　各グループには、ナノスケールで構造が規定された機能性材料を創成する研
究者、高度な計測技術を開発する研究者、理論解析やシミュレーションの計算
に長けた研究者等が一堂に会し、これまで解決が困難であった具体的な課題に
対して三位一体体制で研究を推進していきます。また各グループ間でも相互に
連携しつつ、センター全体として、物質・材料表面の水の科学と技術の研究拠
点として世界的にみても特徴のある活動を展開していきます ( 図２)。

　G1, G2 は、ナノメートルスケールで精密に設計された材料表面を創り、そ
の表面における水の構造と挙動、また、材料の機能との関わりを研究します。
G1 は主として低摩擦やエネルギーの安定した貯蔵を助ける省エネルギー材
料、G2 は、関節軟骨などの再生医療に役立つ生体高分子材料を扱います。こ
れらの物質表面の水の構造や動態を、その動作環境下で選択的に計測できる手
法の開発も目指します。

　G3, G4 は、ナノ～マイクロメートルスケールで精密に設計された材料表面
における、水のナノスケールの吸着・水和構造や、ミクロからマクロに至る濡
れや流れといった水の挙動の基礎を研究します。材料表面におけるミクロな水
の吸着・水和構造は、親水性や撥水性といった材料表面の機能発現を通じて、
マクロな濡れや流れにも大きな影響を与えるため、これらを統合したマルチス
ケールな理論とシミュレーションの構築を目指します。

　G5, G6 は、ナノスケールで表面制御された材料や、濡れや流れの高度な制
御に基づく診断・分析デバイスの開発や、水の何でも溶かし込む性質を巧みに
利用した高度な食品・環境分析方法の開発等を通して、環境に優しい化学反応
場の構築を目指します。我々の健康と環境を守り、エネルギーの浪費を防ぐ持
続可能で豊かな社会の実現には、これらのデバイスや環境分析技術が欠かせま
せん。

　G1, G2 で開発された材料、G5, G6 で開発されたデバイスや環境分析結果
が、G3, G4 の研究・解析の舞台になり、G3, G4 で得られた基礎学術的知見は、
G1, G2 における材料開発、G5, G6 のデバイス設計開発や環境分析に活かさ
れます。

目的
健康長寿で持続可能な社会の実現に貢献する水の科学と技術の発展を目標とします。その
ために再生医療・低摩擦材料などの技術革新につながる、材料表面における水の構造・濡れ・
流れの統合的学理の構築を目指します

今後の展開 材料表面の水の学際研究拠点として、学内の研究者はもちろんのこと、学外の企業・医療
機関、また国際的な連携体制のもと研究・教育活動を展開します

生体親和性材料の開発
と動的環境計測

バイオ界面
グループ

G2

身近な水の分析
化学反応場の構築

水環境分析応用
グループ

G6

流れ制御に基づく物質
輸送デバイス開発

流体計測・制御技術
グループ

G5

水の局所構造と
マルチスケールな
相互作用の理解

水の基礎的理論・
シミュレーショングループ

G4
水の濡れと流れのマルチ
スケール的な理解

濡れと流れの
基礎科学グループ

G3

物質・材料表面
グループ

G1

種々の環境における
表面水のナノ構造
制御と計測

図 2　本センターを構成する６つのグループの役割と分野横断的な連携

G1, G2で開発された材料、G5, G6で開発されたデバイスや環境分析結果が、G3, G4の

研究・解析の舞台になり、G3, G4で得られた基礎学術的知見は、G1, G2における材料開発、

G5, G6のデバイス設計開発や環境分析に活かされます。 

 

 

図１	
 本センター設立の背景と、将来に向けた分野横断的研究の取り組み。 
図 1　本センター設立の背景と、将来に向けた分野横断的研究の取り組み
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物質・材料

ナノカーボン研究部門
Division of Nanocarbon Research

ナノカーボンに関する研究は多くの研究機関で精力的に行
われています。その中にあっても、先進的研究者が連携して
ナノカーボンを総合的に研究する本研究部門はユニークな組
織です。特に、理論と実験の緊密な連携研究の遂行に特徴
があります。本研究部門から新しい研究領域を創成すること
を目指して研究を進めます。

  takahiro@rs.tus.ac.jp設立2012年10月

カーボンナノチューブとグラフェンに関わる基礎研究および応用研究を展開します

部門長
理学部第一部物理学科　教授

山本　貴博
Takahiro Yamamoto 

　カーボンナノチューブやグラフェンは、炭素の６員環ネットワーク（蜂の巣

構造）で構成される低次元（線状および平面状）の物質です。炭素間の共有結

合により、単層であっても自己保持できる機械的な強靭性と化学的な安定性を

有しています。また、炭素原子の幾何学配置と低次元性にともなう特異な電子

構造を持つことから、3 次元の結晶にはない物性が現れます。グラフェンが

2010 年のノーベル物理学賞の対象になったように、カーボンナノチューブ、

グラフェンをはじめとするナノカーボンは現在の基礎科学の大きな研究対象と

なっています。今後、ナノカーボンは産業革命における鉄、情報通信革命にお

けるシリコンに続き、新たな産業上の革命を担う主役となることが期待されま

す。

　本研究部門は、ナノカーボンに関して先進的な研究を行っている物性理論、

物性実験、電気工学、熱工学、生物物理それぞれの分野の専門家が、相互の情

報交換および連携によりナノカーボンに関する基礎から応用までの研究を推進

することを特色とします。これら先進的研究者が 1 つの研究部門に集結する

ことにより、テーマ間のシナジー効果が発揮され、研究が大きく加速・発展す

ることが期待されます。

 研究テーマ
【ナノ空間の物質科学】
・�構造が制御されたナノ空間として 1 本のナノチューブを用いた分光実験・電

子顕微鏡観察および分子動力学シミュレーションから、水分子をはじめとす

る各種分子とナノチューブのナノスケールにおける相互作用を調べ、ナノ空

間における物質の状態を解明します。また、ナノチューブのポリマーなどと

の複合材料としての応用研究を行うと同時に、その際重要になってくるナノ

チューブと他の物質との相互作用の理解を目指します。

・�ナノチューブに吸着された分子や原子、導入された欠陥を含めた広義の複合

構造体に対し、その基礎物性を第一原理電子状態計算と、モデル計算の手法

から明らかにします。

【ナノカーボン・ハイブリッド材料】
・�ナノチューブと生体分子（DNA、蛋白質）の複合体についての構造物性研

究を行います。具体的には、カーボンナノチューブの表面を DNA 等で機能

化した新たなナノバイオデバイスを作製し、生体分子の構造物性が保持され

ているか、さらには生体分子認識能が保持されているかを検証します。

・�複合構造において本質となるホスト－ゲスト間の相互作用の解明、その物性

に及ぼす影響を明らかにします。

【ナノカーボン形成制御】
・�シリコンや石英基板上での垂直配向成長、単結晶水晶基板上での水平配向成

長といった様々なナノチューブの合成技術をもとに、より詳細な構造の制御

を目指し新たな構造制御技術の開発を進めます。

・�新しいナノカーボン合成法としてアーク放電法に着目し、溶液中やそれ以外

での合成雰囲気の検討および放電電極を異種電極に変えた場合を含めて、新

しいナノマテリアルの創製方法の開発研究を行います。またグラフェンの新

作製方法を開発します。

【ナノカーボンの物性と機能】
・�ナノカーボンを活用したエネルギー変換の物理と材料開発およびデバイス応

用を行います。

・�ナノカーボンを活用したペーパーエレクトロニクスの基盤を構築します。

目的
カーボンナノチューブ、グラフェンに関わる新奇物性の解明とともに、ナノチューブのナノ空
間を利用した物質科学およびナノチューブと各種分子との相互作用を利用した物質科学の構
築とその応用を目指します

今後の展開 部門内の連携研究によるオリジナルかつ世界最先端の成果を創出し、ナノカーボンの研究拠
点を形成します

horizontally 
 aligned 
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物質・材料

界面科学研究部門
Division of Colloid and Interface Science

すべての固体・液体物質は「表面」を有し、また物質と物質
の間には「界面」が存在します。これらの「境界の空間」で
生じる現象を理解し、また新しい機能性を有する「界面」を
構築することを目的として研究を行っています。化学・物理・
機械工学など様々な分野の研究者間の連携、また産業界と
の連携により、QOL(Quality of Life) の向上に貢献する
成果を産み出すことを目指します。

  hisakai@rs.tus.ac.jp設立1981年4月

表面・界面の物性評価ならびに新規機能性界面の構築に関する基礎／応用研究

部門長　
理工学部先端化学科　教授　

酒井　秀樹
Hideki Sakai

　界面科学は、点・線・面・体積（空間）を対象とし、次元・サイズ・形・境
界・表裏・連結性などの幾何を要素とし、これらの現象を総括的に体系化する
学問の一つです。特に、界面科学の取り扱う研究対象は、三次元のうち、少な
くても一次元がコロイド次元（1 nm – 1 μ m）である「粒子」（三次元とも
コロイド次元）、「線状（ワイヤー）」（二次元がコロイド次元）、「膜」（一次元
のみがコロイド次元）が中心であり、取扱う研究対処が多岐にわたる固有の学
問領域となっています。本研究部門では、界面を「異分野を融合した時空間的
な機能発現の場」として捉え、従来の界面理論の検証・実証から出発し、新規
な物性・機能・理論を創出し、最終的にこれまでにない新規機能性材料を開発
することを目指します。具体的な研究対象は、ソフト（有機物中心）・ハード（無
機物中心）・ナノ材料、バイオ材料など多岐にわたり、基礎と応用の視点から
プロジェクトを推進します。
　東京理科大学は、伝統的に「界面科学」を専門とする研究室が各キャンパス
に設置されています。このような学問領域を専門とする研究者が集まり、
1981 年に「界面科学研究所」が設立され、キャンパス・学科横断型の研究所
として活発に活動し、その活動は日本および世界において広く認知されている
ところとなっています。初代部門長である目黒謙次郎教授（理学部）以降、近
藤保教授（薬学部）、上野實教授（理学部）、今野紀二郎教授（工学部）、大島
広行教授（薬学部）を経て、2013 年からは河合武司教授（工学部）が部門長
としてグループを牽引されてきました。さらに、2008 年度〜 2012 年度には、

「私立大学戦略的研究基盤形成支援事業」に採択され、「界面科学研究センター」
としての活動を行ってきました。
　本研究部門では、界面科学の研究対象を、大きくソフト界面とハード界面の
２つに分けて、動的な界面現象についての理解を深めることに取り組みます。
ここでいうソフト界面とハード界面とは、界面を構成している物質で区別する
一般的な定義とは異なり、“ソフト界面”とは界面を形成している分子（原子）
が通常の観測時間内に常に入れ替わる動的な界面で、例えば界面活性剤により
形成されるミセル（分子集合体）が相当します。一方“ハード界面”は表面構
成分子（原子）の入れ替わりが（ほとんど）ないリジッドな界面で、例えば金
属ナノ粒子は当然これに該当します。
　本研究部門の特色は、化学・物理・バイオサイエンス・理論化学などの側面
から界面科学を主題に研究を行っている研究者が、「界面のダイナミクス」と「対
象の次元性」を意識しながら、相互の情報交換および連携によって界面現象に
関する基礎から応用までの研究を実施することにあります。特に、これまでも
顕著な成果をあげることができた「光・温度・電気などの外部刺激に応答する
刺激応答性界面」について、所属部員が連携して相乗的な成果をあげることを
目指します。さらに、これまでは化学分野が中心であったメンバー構成に関し
て、物理・機械・薬学・理論科学・計測科学を専門とする研究者に加わってい
ただき、これまで顕著な成果を上げてきた「界面科学を利用したものづくり」
に関して、先端計測科学や理論科学の支援を受けて、新たに「界面ダイナミク
ス／界面での反応機構の正確な理解」を行うことを目標とします。
　これらにより、界面ならびに界面反応に関わる静的・動的な挙動や役割、構
造についての新しい知見が得られ、それらの成果をもとに、新しい発想での「機
能性材料の創製」につながることが期待されます。
　さらに、上述のアプローチにより得られた成果の産業界への発信を本学
URA センターの支援のもと、積極的に推進します。これについても個々の研

究者としての成果のみならず、企業研究者を対象とするセミナーの開催・コン
ソーシアム設立などの方策により、界面科学研究部門の組織としてのプレゼン
スを高めていきたいと考えています。

　部門の運営については、部門メンバーを「ソフト界面」と「ハード界面」を
取り扱うグループに分け、さらにそれぞれの界面について、１次元、２次元、
３次元の界面に分類して、界面における現象の正確な理解、ならびに界面科学
を利用した「ものづくり」研究を推進します。各グループが連携して、次元毎
によるソフト界面とハード界面の比較検討を行うとともに、これまで検討が十
分ではなかった、「界面のダイナミクス」、すなわち動的界面現象についての知
見を深めることに特に力を注ぎます。中でも、これまでに顕著な成果があがっ
ている「刺激応答界面」などのテーマについては更に研究を深化して only at 
TUS の成果を上げ、これをキーワードとした外部資金獲得につなげていく予
定です。

目的 コロイド・界面科学における国内外における先導的役割を果たす

今後の展開
「界面の静的・動的挙動の解明」ならびに「新規機能性界面の構築」について、化学・物理・
生物・機械工学などの異分野間の情報交換、および産学連携によって基礎から応用までの
研究を実施する

2次元

3次元	
  
擬0次元

ハード界面ソフト界面

紐状ミセル	


ナノワイヤー

自己組織化膜	


ナノ粒子

ギブス膜	


ミセル

	


1次元

１次元 紐状ミセル、脂質ナノチューブ
（酒井秀、河合）

２次元

３次元
（擬０次元）

界面活性剤吸着膜（佐々木、酒井健）
生体模倣膜（大塚、菊池、坂本）
有機機能薄膜（中山、金井）

球状ミセル （近藤行、酒井秀）
エマルション（酒井健、近藤行）
ナノカプセル（牧野、寺田、稲木）
デンドリマー（青木）

貴金属ナノワイヤー（河合）
カラム状分子錯体 （田所）

自己組織化膜 （佐々木）
生体模倣無機薄膜（橋詰）
ダイヤモンド膜 （近藤剛）

クラスター、ナノ粒子
（根岸、河合、酒井秀）

ソフト界面 ハード界面

「高機能性刺激応答界面の構築」
「界面現象のダイナミクス解析」

相乗的連携

先端計測科学による界面評価
放射光分析 （中山、金井）
和周波分光 （佐々木）
QCM-D （酒井健）
Cryo-TEM（酒井秀）

小角中性子/X線散乱（住野）

継続後の３年間の重点課題

理論科学・計算科学
による支援

（住野、金井、後藤、大島）
流体力学による現象解析

（石川）
部門／産業界との連携

・装置メーカーとの連携による
界面評価装置開発

・化粧品・製薬メーカーとの連携
（鈴木・渡辺・稲木）
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物質・材料

再生可能エネルギー技術
研究部門
Renewable Energy Science & Technology Research Division

2010 年に発足した太陽光発電研究部門から時代の流れに
即して改組した研究部門です。各種再生可能エネルギーデバ
イスからシステムに至る専門分野の異なるメンバーで構成さ
れています。今後、ユニークな発電材料技術や、太陽光－
風力－バイオ発電などの融合的なシステム・インフラ等の開
発を行っていきます。

  mutsumi@rs.tus.ac.jp設立2020年4月

太陽光・風力・バイオ発電など再生可能エネルギーおよびシステムに関する研究開発

部門長
理工学部電気電子情報工学科　教授

杉山　睦
Mutsumi Sugiyama

 部門設立の背景と目的

　21 世紀の人類にとって最大の課題である地球温暖化問題の解決には、エネ

ルギーを石炭、石油、天然ガスなどの化石エネルギーから自然エネルギーへと

大幅にシフトすることが求められています。このような背景の下、前身の太陽

光発電研究部門では、学内の太陽光発電関連研究の活性化を図り、国内外にそ

の研究成果を発信し、地球温暖化問題の解決に取組んできました。しかし現在

では太陽光のみならず、風力発電やバイオマス発電、燃料電池など、多岐に渡る

「再生可能エネルギー」に関する研究開発が進行しています。また、改組前の

部門発足時は原発が安定的に電力を供給し、変動分を火力発電でフォローする

単純な電力供給が取られていましたが、現在では多くの再生可能エネルギーが

系統連系するに従って、電力安定供給のためのシステム・インフラの運用が非

常に難しくかつ重要となってきました。本部門は、これまでの太陽光のみを扱っ

てきた部門を「再生可能エネルギー」全体を扱うように改組することによって、

(i)	� 導入・運用コストが化石燃料を用いた発電と同レベルの発電素材開発

(ii)	� 様々な発電方法で得られた電力の高効率マネージメント技術開発

(iii)	� 新材料・新システム技術などの新技術開発

(iv)	� 理科大内研究部門・外部研究機関のコラボ、新たな学内連携

を活動目的としています。

 部門の構成メンバー
　本研究部門は、表に示す 15 名で構成されています。物理、化学、電気、電

子、材料、経営を専門分野とする多様なメンバーで構成され、再生可能エネル

ギー利用技術の開発を目的として一堂に会して議論を深め、シナジー効果によ

る大きな発展を目指す体制になっています。

 メンバーの研究活動
　再生可能エネルギー技術の研究開発拠点として、技術の垂直統合により新規

再生可能エネルギー材料や発電システムを実現すると共に、次代の研究者を養

成する教育や社会への技術の普及を図ります。具体的には以下の活動を実施し

ます。

再生可能エネルギー材料グループ
・�薄膜太陽電池 / 熱電発電素子のタンデム化による超高効率発電デバイスの提案

・�太陽電池を用いた水素製造技術や、スーパーキャパシタ等の充電技術の確立

・�超安価な太陽電池・バイオマス電池・燃料電池材料・製造手法の開発や、共

通基盤技術の検討

エネルギーマネジメントグループ
・�エネルギーロス抑制のための、故障診断・遠隔診断・発電予測・AI 活用技術

の開発

・�風力×太陽光発電の平滑化技術開発と、蓄電池やフライホイール等蓄電技術

との融合

・再エネの農業向けソーラーマッチング、スマートハウス等への応用技術展開

目的 安定して利用でき低コストな電力を供給する礎を提案し、東京理科大学における再生可能
エネルギー利用技術の研究開発・教育を活性化ならびに促進させることを目的としています

今後の展開 専門分野の異なる部門メンバーの積極的な交流により、学内外の共同研究を推進すると共
に、再生可能エネルギー技術の斬新なコンセプトを創出します

表　再生可能エネルギー技術研究部門の構成メンバー
氏名 職名 所属学部等 主な研究分野

杉山　睦 教授・部門長 理工学部・電気電子情報工学科 半導体材料工学、薄膜太陽電池
趙　新為 教授 理学部第二部・物理学科 半導体ナノ材料工学　薄膜太陽電池

秋津　貴城 教授 理学部第二部・化学科 錯体化学・有機無機複合材料の光燃
料電池

植田　譲 教授 工学部・電気工学科 太陽光発電システム
永田　衞男 准教授 工学部・工業化学科 有機系太陽電池、人工光合成
近藤　潤次 准教授 理工学部・電気電子情報工学科 太陽光発電、風力発電、電力系統

片山　昇 准教授 理工学部・電気電子情報工学科 燃料電池、水素貯蔵、エネルギーデ
バイス診断

生野　孝 准教授 基礎工学部・電子応用工学科 表面界面、太陽電池、振動発電
原口　知之 助教 理学部第二部・化学科 錯体化学・色素増感太陽電池
大西　悟 助教 理工学部・経営工学科 エネルギー経済学　低炭素都市計画

金　冑男 助教 理工学部・電気電子情報工学科 半導体材料工学、エネルギーハーベ
スト、ナノ材料

小平　大輔 助教 理工学部・電気電子情報工学科 スマートグリッド、蓄電池制御シス
テム、太陽光発電量予測

平田　陽一 客員教授 公立諏訪東京理科大学・工学部 太陽光発電、風力発電、マイクログ
リッド

渡邊　康之 客員教授 公立諏訪東京理科大学・工学部 有機分子バイオエレクトロニクス、
光合成工学

白方　祥 客員教授 愛媛大学・理工学研究科 CIGS 太陽電池、半導体光物性

適正な再生エネ導入に向けた経済・技術評価

多数台小形風車の出力変動計測と固定速フラ
イホイール電力貯蔵実験装置

藻類・アオコから取れるタンパク質によって
発電するバイオ太陽電池

生物由来透明基板上に形成した透明太陽電池

災害による停電を想定した再生可能エネル
ギー復旧マイクログリッドシステム

固体高分子型燃料電池と自動供給空気湿度管
理システム

光機能性錯体とバイオ燃料電池触媒酵素

ソーラーマッチング（太陽光発電と光合成を
両立可能な技術）

図　再生可能エネルギー技術研究部門の主な研究内容
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物質・材料

 部門設立の背景
　2013 年米国で、数兆個を超える全てのモノにセンサノードを貼り付け、情

報収集し、情報科学を利用することで豊かで安全な社会を実現する「トリリオ

ンセンサ構想」が提案された。現在日本では、物流の超効率化に向けて、

2025 年までにコンビニの全商品に電子タグを取り付ける「コンビニ電子タグ

1000 億枚宣言」（経済産業省）が推進されている。このような貼付型・バラ

マキ型センサノードは、環境に溶け込むという意味で「アンビエントデバイス」

と呼ばれ、ポストスマホとして大きな市場形成が期待されている。アンビエン

トデバイスは、軽量・柔軟・安価である必要があるため、基板も含めた全物質

を有機材料や有機・無機ハイブリッド材料で構成する必要がある。本部門では、

アンビエントデバイスの大量普及時代を見据え、部門設置期間中にアンビエン

トデバイスに関わる材料物性制御・デバイス創製・取得データ解析の研究を実

施し、社会実装を目指す。

　

 研究開発の内容
　アンビエントデバイスの応用例として、我々は次世代物流のセンサ付き

radio frequency identifier (RFID) タグを想定している。近年急増する大型

商業施設、e コマースの拡大、そしてグローバル化による物流サービスの拡大

に対して、従来の物流システムの破綻が顕在化し始めているため、次世代に向

けた物流の仕組み開発を早急に進める必要がある。輸送形態に関するニーズも

多岐に渡り、食品、薬品、精密機器などの品質と価値を損なわない輸送を実現

するため、低温やショックフリー環境における物流技術への需要が高まってい

る。革新的有機半導体デバイスによるセンサ付き RFID タグを創製し、それを

用いた新たな自動データ収集技術が確立されれば、高効率・安全・安心な物流

サービスが実現され、社会へのインパクトは極めて大きい。

　「低環境負荷かつ低コストの高性能センサノード」を実現するため、構成デ

バイスの材料物性及び構造を精緻に制御する。センサノードに搭載されるデバ

イスは目的に応じて異なり、例えば将来の物流に用いるセンサノードには、加

速度センサ・温度センサ・RF 送受信アンテナ・トランジスタ・メモリ・電源、

が必要となる。各デバイスの基板も含め、デバイスを有機物或いは有機・無機

ハイブリッド材料で構築することで、低環境負荷のセンサノードを実現する。

また、技術の普及には製造コストを無視することは出来ない。従来のセンサノー

ドの 1/100 の価格（1 円 / センサノード）を達成するため、低コストの作製

プロセスと材料の低コスト化を追求する。

 研究開発の体制
　本学に所属する半導体デバイス・機能性材料・分子シミュレーション・情報

科学の研究に携わる研究者が集結し、「コンビニ電子タグ 1000 億枚宣言（経

産省策定）」や「年間 1 兆個の IoT デバイスを生産するトリリオンセンサ構想

（米国）」の実現を目指したアンビエントデバイスに関する研究開発を行う。各

グループは互いが積極的に交流し、物性探索、デバイス特性向上、ビッグデー

タ解析を行う。図 1 に本研究部門を構成する学内外研究者の相互関係と研究

推進のイメージを示す。

 外部連携
　突出した素子動作速度を示す単結晶有機半導体超薄膜の作製技術を保有する

東京大学 竹谷グループと共同で、さらなるデバイス特性向上を目指し計算・

実験の両面から物性探索を行う。東京大学柏キャンパスにある竹谷教授保有の

世界的に類を見ない高度な装置が整った最先端設備環境で研究が遂行可能であ

る。具体的には、本テーマに必須である単結晶有機単分子膜形成装置をはじめ

とし、各種有機無機薄膜形成装置（湿式・乾式両プロセス）、微細加工装置（フォ

トリソグラフィ、レーザーリソグラフィ、湿式プロセス）、大型スクリーン印

刷装置、各種電子顕微鏡、各種分光器、各種電気・機械・光物性評価装置を使

用し、有機半導体分子合成からデバイス作製・評価、大規模印刷プロセスに至

るまで、一気通貫でデバイスを製造することができる。

アンビエントデバイス研究部門
Division of Ambient Devices Research

東京理科大学における有機或いは有機・無機ハイブリッドデ
バイスの研究拠点として、物性実験、物性理論、半導体デバイ
ス、有機エレクトロニクス、エネルギー変換等、各分野で活躍
している専門家が、学内外を問わず有機的に連携し、物質研
究・デバイス応用・社会実装まで、一連の研究開発に取り組
みます。

  kkinosita@rs.tus.ac.jp設立2020年4月

アンビエントデバイスの創製及び抽出されたビッグデータの収集・分析技術の確立

部門長
理学部第一部応用物理学科　准教授

木下 健太郎
Kentaro Kinoshita

目的
環境に溶け込み、環境にやさしい、スタンドアロン型の革新的有機或いは有機・無機ハイ
ブリッド半導体デバイスによる高感度センサ付き RFID タグを創製し、それを用いた新たな
自動データ収集・分析技術の確立を目指します

今後の展開 新たに設置された研究部門です。デバイス創製から社会実装までの険しい道のりを踏破する
には、他部門との連携によるシナジーが不可欠だと考えています

図１　本研究部門を構成する学内外研究者の相互関係と研究推進のイメージ
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構造材料・機械・流体・建築

先進複合材料・構造 CAE
研究部門
CAE Advanced Composite Materials and Structures Research Division

先進複合材料・構造 CAE 研究部門では、21世紀の材料と
言って過言ではない複合材料を題材として、近年主流の一つ
となった CAE 技術を用いた工学研究を通して、産業と強い
連携を構築するとともに、｢手に職｣ をモットーに近年需要
が増えてきた CAE 技術者を育成し、産業へ輩出することを
目指しています。

  ogihara@rs.tus.ac.jp設立2018年4月

産学連携を念頭に先進的な複合材料とその構造においてCAEを利用した工学研究を遂行する

部門長
理工学部機械工学科　教授

荻原　慎二
Shinji Ogihara

　先進複合材料・構造 CAE 研究部門では、分子軌道法や分子動力学法による
分子レベルでの材料開発や有限要素法、粒子法を用いた破壊シミュレーション
から実構造物の設計・成形シミュレーション・破壊解析を通じて CAE を効率
的に活用した工学研究を実施し、強固な産学連携の確立を狙う。本研究部門の
構成員は、下図のように材料・構造を幅広く網羅できるので、産業のニーズへ
の適合性を高めることが可能である。すなわち部門が委託・共同研究の大きな
受け皿となる。これら研究等を通して育った即戦力 CAE 技術者を産業に大量
輩出し、卒業生が躍進することで、国内における東京理科大学のブランド力を
高める。

　CFRP はこれまで主に航空宇宙分野に用いられてきたが、近年では自動車産
業が CFRP を大幅に取り入れようとしている。本研究部門はこれに対して産
業で発生している問題（ニーズ）を解決する工学的な研究部門である。具体的
には CFRP を自動車産業へ大幅に普及させるためには、CFRP の①成形性、②
衝撃特性、③ CFRP 独自の設計の 3 点の改善が少なくとも求められる。①は

高品質を担保したまま 1 分で CFRP 部品を成形できること、②は衝撃吸収エ
ネルギーを現在の 2 倍にすること、③は現在金属が用いられている部品に
CFRP を代替するのではなく、その成形性や特性を加味した CFRP 特有の自動
車部品の新しい設計をすること、をそれぞれ改善要素の目標としたい。一方で、
近年のコンピュータの性能の向上に伴い、数値解析が極めて身近なツールにな
りつつある。いわゆる CAE を利用することで、実験コストを大幅に削減し、
開発スピードを高める手法が近年では常套手段となりつつある。本研究部門で
は上記の改善要素を含む様々な研究テーマに対して CAE 技術を駆使して解決
していく。これらの産業のニーズに即応する工学研究を卒業論文、修士論文、
博士論文研究として実施することで、即戦力として社会で活躍できる学生を育
てるところに最大の特色を有する。また訓練された有能なOBが産業で活躍し、
その卒業生経由で東京理科大が産業からの受託研究を得るというシナジー関係
を近い将来に構築することを狙う。産学の強固な連携に基づいて、教育・研究
活動を行うところが本研究部門の大きな特徴である。

目的
炭素繊維強化プラスチック（CFRP）をはじめとする先進的な複合材料とその構造に関して、
CAE 技術を用いた工学研究を通して、産学連携を深めることと CAE 技術者の大量輩出等
を当研究部門の活動の主な目的とする

今後の展開 先進的な複合材料を題材として、多くの CAE 技術者を育成し、各教員ベースで個別に共同
研究を通して産学連携を図り、2 年目からこれを大きく発展させる

図 1　当部門の研究対象の概要　－構成材料の分子レベルから複合材料構造まで－

Parts
10-2m

CFRP 10-3m

Automobiles
100m

Interface 10-6mPolymer 10-9m

 

 

FEM

樹脂損傷発生 界面はく離へ

はく離進展 試験完了

CAE Advanced Composite Materials 
and Structures Research Division

12 Tokyo University of Science



創薬・バイオ

ヒト疾患モデル研究センター
Center for Animal Disease Models (CADM)

疾病の発症には多くの遺伝子の働きが関与することが分
かってきました。これらの遺伝子の機能や病態形成における
役割を明らかにすることができれば、その病気を治す方策
を見出すことができるはずです。本研究センターの活動を通
して新規の治療薬、治療法が開発されることを確信しており
ます。

  iwakura@rs.tus.ac.jp設立2013年4月

センター長
生命医科学研究所　教授

岩倉 洋一郎
Yoichiro Iwakura

目的
自己免疫疾患やアレルギー、神経疾患、がんなど社会的に大きな問題となっている疾病に
ついて、発症に関与する遺伝子の遺伝子改変マウスを作製することにより疾病の発症機序
を明らかにし、新たな治療法の開発を行う

今後の展開 学内外の研究者と連携を図り、疾病関連遺伝子の遺伝子改変マウスを作製することにより、
疾病の理解と新規治療法の開発を実現する

遺伝子改変マウスの作製による疾病の発症機構の解明と新たな治療法の開発

 センター設立の背景と目的
　本研究センターは、私立大学戦略的基盤形成支援事業の採択に基づき 2013

年に活動を開始しました。当初は生命医科学研究所に所属しておりましたが、

2018 年度から総合研究院で活動することになったものです。疾患モデル動物

はヒト疾患の原因の究明や治療法の開発などのために必要不可欠であり、人類

の健康やライフサイエンス研究の進展に大きく貢献してきました。その多くが、

遺伝子改変マウスを用いてなされたものであり、遺伝子改変マウスの作製法を

開発した研究者が 2007 年のノーベル賞を受賞していることからも分かるよ

うに、遺伝子機能の解析には遺伝子欠損マウスの活用が極めて有用であります。

　本研究センターは、生命医科学研究所を中心に薬学部、理工学部、基礎工学

部など、理科大が有する生物・生命医科学研究グループが連携し、自己免疫疾

患やアレルギー、生活習慣病、がん、神経疾患、老化など社会的に大きな問題

となっている疾病について、発症過程で重要な役割を果たしていると考えられ

る遺伝子の遺伝子欠損マウスを系統的に作製することにより、これらの遺伝子

の疾病における役割を解明すると共に、新たな治療法・治療薬の開発を行うた

めの拠点を形成することを目指しております。本研究センターの活動を通して

新規の治療薬、治療法が開発されることを期待しております。

 研究体制
　センター内に遺伝子改変マウスの作製を支援するグループを置き、遺伝子改

変マウスの作製の促進を計ります。センター内の各グループはマウスや解析手

法を共有することにより、分野横断的な共同研究を推進します。

 研究組織と研究内容
・免疫疾患研究グループ
岩倉洋一郎、久保允人、北村大介、小園晴生、伊川友活、小川修平、唐策、鄭

琇絢、久保幸子（生命研）、原田陽介、磯濱洋一郎（薬学部）、西山千春（基礎工）

　サイトカインや自然免疫受容体、シグナル伝達因子などの遺伝子欠損マウス

を利用して、自己免疫やアレルギーに対する治療薬や機能性食品の開発を目指

します。

・器官発生・再生研究グループ
後飯塚僚、昆俊亮（生命医科研）、政池知子（理工学）

　器官形成と維持、細胞小器官の運動、及びその異常による癌化プロセスに関

与する遺伝子の改変マウスを作製することにより、これらの遺伝子の機能解析

を行い、治療への応用を目指します。

・精神・神経疾患研究グループ
古市貞一、中村岳史（生命医科研）

　神経回路形成関連遺伝子改変マウス作製による精神・神経疾患発症機構の解

析を行い、治療への応用を目指します。

・癌研究グループ
松島綱治、水田龍信、中野直子、上羽悟史、櫻井雅之、寺島裕也（生命医科研）、

定家真人（理工学部）、月本光俊、秋本和憲（薬学部）

　癌の発生機序を分子、細胞、個体レベルで解析し、発症に関与する遺伝子改変

マウスを作製し、遺伝子機能を解明する事により、治療法の開発を目指します。

・アドバイザリー委員
浅島誠（帝京大）、山本一彦（理研）、山村研一（熊大）、大谷直子（大阪市大）、

三宅健介（東大医科研）、樋上賀一（薬学）、青木伸（薬学）

　学内外の専門家から、センターの運営や、研究方針、個別の研究内容などに

ついて指導・助言を受けます。 

発生工学研究支援事業実績
年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 合計

遺伝子改変マウス
作製（＊）

１
(0)

９
(4)

10
(2)

9
(4)

14
(7)

2
(2)

19
(14)

69
(33)

胚凍結保存
（個数）

25
(3,977)

25
(4,459)

48
(11,689)

28
(8,423)

27
(5,322)

50
(6,651)

23
(3,381)

226
(43,402)

凍結胚復元 14 7 9 3 13 4 12 62
SPF 化 16 9 4 10 11 23 26 99

＊ ( ) 内は CRISPR/Cas による遺伝子改変マウスの作製系統数

遺伝子改変マウスの供給実績
年度 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 合計
国内 36 19 13 23 27 24 20 162
国外 65 29 37 29 16 21 14 211

総計 373 系統、300 研究室（内企業９）
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創薬・バイオ

脳学際研究部門
Brain Interdisciplinary Research Division (“BIRD”)

正常な脳のはたらきは、心の豊かさや質の高い生活を送る
上では欠かせません。ストレスの深刻化や長寿高齢化の現
代社会、脳の健康を守ることが大切になっています。また、
脳は様々な情報を超並列処理して、自ら学習して記憶・想起
する生きた超省エネ装置でもあり、脳にヒントを得た技術や
デバイスの創出が期待されます。

  tfuruichi@rs.tus.ac.jp設立2016年4月

脳と神経情報・システムの研究開発基盤

部門長　 
理工学部応用生物科学科　教授

古市　貞一
Teiichi Furuichi

 脳神経科学の背景
　脳神経科学は、21 世紀に飛躍的な発展が期待されている生命科学分野です。
脳の健康を保持することにより高齢化社会における生活の質（QOL）の向上
が見込めること、さらには脳で行われる情報処理の仕組みを応用することで革
新的な情報通信技術（ICT）の創出が見込まれることから、社会・産業界から
も熱い視線が送られている分野でもあります。

脳の健康、心の健康
　わたしたちの心や行動を制御する脳は、ヒトが人らしい生活をするためには
なくてはならない組織です。しかし、人はライフステージで様々な脳の健康障
害に直面します。脳の発達障害は自閉症スペクトラム障害の原因となり、統合
失調症のリスクにもつながります。現代のストレス社会では、誰もがうつ病や
ストレス障害に陥るリスクに曝されています。そして、深刻化する高齢化はア
ルツハイマー病をはじめとする認知症の増加問題を抱えています。脳の健康、
心の健康の障害は個人の QOL の損失に直結する国民健康上の大きな問題で
す。また、患者家族の負担と経済的損失にもつながる社会的にも重大問題です。

脳の情報処理
　一方、脳は超並列で高速演算する高度なアナログコンピュータとして注目さ
れています。小型でかつ超省エネでありながら、スーパーコンピュータ京に匹
敵する情報処理を実行することができます。脳からヒントを得たコンピュー
ターや脳と機械のインターフェース（BMI）を活用した技術開発などが実際に
進められています。しかしながら、脳の認知システムや計算アルゴリズムは完
全には解明されていません。

 脳学際研究部門がめざすもの
　ヒトの心や行動を制御する複雑精緻な脳を解明しその成果を応用した創発的
な開発につなげるには、マルチスケール、マルチモーダル、マルチディメンショ
ナルな研究アプローチが必要です。さらには、それらを統合するインフォマティ
クスが必須となります。このためには学際的な異分野の集中と連携が不可欠で
す。本学には、理学～工学～薬学～医科学に渡る幅広い研究分野で、多軸・多
次元の研究が進められています。脳学際研究部門は、これら学内に分散する異
分野（実験系、情報系、システム系、開発系など）の研究者が強く連携できる
研究・開発基盤を構築します。この連携基盤での相乗効果を活かして、多分野
融合型の創造性あふれる革新的な脳・神経情報・神経システムに関する研究成
果を理科大から発信することを目的とします。
　当面する目標の達成のため、次の３つの異分野融合型研究グループを設定し
ます。

①脳の健康と疾患グループ
　認知に着目した脳の健康と疾患（悲観的認知の特徴があるうつ病、認知や記
憶機能が低下する老人性認知症、社会的認知とコミュニケーションに障害がみ
られる自閉症など）について、分子、神経回路からモデル動物までの多次元研
究を遂行し、関連メカニズムを解明し、改善薬や診断薬のシーズ創出をめざし
ます。

②脳の情報とシステムグループ
　ヒトの視知覚に着目した脳内情報処理について、脳機能イメージング、認知
心理実験、脳型アルゴリズムなどの多次元研究を遂行し、情報処理システムの
解明とモデルや理論の構築をめざします。

③脳の計測と関連技術開発グループ
　ヒト脳の内部状態を反映すると考えられる視線や歩行などの運動および性格
特性や生理指標を解析する多次元研究を遂行し、脳の機能や障害の計測や評価
の技術、およびそれらのアシスト装置の創出をめざします。

〉〉〉学内研究者（16 名）：【理工】古市貞一、佐野良威（応用生物）、西山裕之、
秦野　亮（経営工）、竹村　裕（機械工）、市川寛子（教養）、【薬学】斎藤
顕宜、山田大輔（薬学科）、【理学一】荒木　修、浦川智和（応物）、【基礎
工】相川直幸、名取隆廣（電子応用）、瀬木 - 西田恵里（生物工）【工学部】
池口　徹（情報工学）、【生命研】中村岳史、鯉沼真吾（生命研）

〉〉〉客員研究者（2 名）：木村岳裕（金沢大）、橋本光広（福島県医大）

目的
学際的な脳研究のための連携基盤を構築し、脳認知に焦点をおいた次の領域の発展をめざ
します。(1) 神経回路機能とその障害の解明、診断や改善のツール開発　(2) 神経活動の計
測とモデル化、脳型 ICT の考案　(3) 計測装置や機能アシスト装置の開発をめざします

今後の展開 多分野融合による創発的な研究基盤で、脳の健康、脳の計測とモデル化、脳にヒントを得
たデバイスの研究開発拠点の形成をめざします
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創薬・バイオ

実践的有機合成を基盤とした
ケミカルバイオロジー研究部門
Chemical Biology Division Supported by Practical Organic Synthesis

本事業では、これまで創薬開発に用いられず宝の持ち腐れ
になっていた「全合成」に代表される有機合成技術を縦横
無尽に駆使し、新しいバイオロジー研究に取り組みます。天
然物由来化合物を指標とする合成展開により、ユニークな
作用メカニズムをもつ化合物を創出し、これまで治療法のな
かった難病治療に道を開きます。

  shiina@rs.tus.ac.jp設立2018年4月

東京理科大学発の新規物質を用いた生物活性相関研究

部門長
理学部第一部応用化学科　教授

椎名　勇
Isamu Shiina

 画期的な構造変換技術の開発
　人類が医薬品として利用する物質のほとんどは、炭素を基本とした有機化合

物からできていて、複数の化学反応を組み合わせることで合成されます。しか

し、目的の化合物を作るまでに何段階もの反応を行わなければならない場合、

時間と手間がかかるうえに、膨大な量の廃棄物が出るため、環境に負荷がかか

ります。本研究部門ではまず第一の課題として、医薬品の合成収率を極限まで

向上させる反応手法の研究を行っています。

　例えばその成果として、抗生物質や抗がん剤の生産効率を劇的に高める新た

な脱水縮合剤「2-メチル-6-ニトロ安息香酸無水物（MNBA）」を開発しました。

脱水縮合反応とは、有機化合物から 2 つの水素原子と 1 つの酸素原子を一度

に取り除き、2 つの物質を連結させる構造変換法で、その反応を起こさせる試

薬が脱水縮合剤です。脱水縮合反応は、古くから医薬品の基本骨格を組み上げる

際に利用されてきましたが、従来の方法では触媒に酸を用いたり、高温で処理

するなどの過酷な反応条件を必要とするため、原料となる物質を破壊してしまう

などの問題がありました。当研究部門では徹底的に化合物や反応条件の探索を

行い、世界最速の脱水縮合反応剤である MNBA を発明することに成功しました。

その後 MNBA は、新型抗生物質や分子標的抗がん剤、糖尿病治療薬の合成な

どに幅広く活用され、すでに全世界で 2,000 件を超える使用実績が報告され

ています（図 1）。また現在は次世代の新型脱水縮合剤として、「2-フルオロ

-6-トリフルオロメチル安息香酸無水物（FTFBA）」の製造にも成功しています。

図 1　世界最速の脱水縮合反応剤である MNBA の開発
（YouTube 画像 https://www.youtube.com/watch?v=vv_T6xEK5JA）

 ‌がんの抑制に新手法
　　（タンパク質輸送ブロッカー M-COPA の全合成）
　本研究部門において、この「反応手法の開発」と両輪をなすのが「全合成」

の研究です。全合成とは、複雑な分子構造をもつ天然由来の化学物質などを、

最小単位である原料レベルから人工的に合成することです。例えば、土壌に生

息する細菌から抽出される希少な化学物質の中には、抗がん作用を示すものが

あります。このような物質を人工的に合成できれば、薬の安定生産に結びつく

だけでなく、副作用を抑えるなど、医薬品として最適な化学構造にデザインす

ることもできます。全合成の分野では、MNBA を用いて抗がん活性を持つ有

機化合物の合成研究に力を入れています。

　私たちが全合成を行った M-COPA は、細胞内のタンパク質輸送を司るゴル

ジ体の働きを制限します。ゴルジ体によって活性化しているがん細胞にこの化

合物を与え輸送経路を遮断し、がんの増殖を抑制しようという試み（図２）が

国内外の研究機関で進められています。本研究部門の合成グループでは、生物

活性評価グループが動物実験に M-COPA を使用するため、その大規模製造法

の開発に取り組みました。

　我々は 7 つの連続する不斉炭素を有する M-COPA をグラムスケール以上で

供給できるように各工程を検討し、実際に鍵反応である不斉アルドール反応、

分子内 Diels−Alder 反応、MNBA 脱水縮合反応等の有機合成法を駆使して

大量合成を可能にすることができました。全合成された化合物を用いてがん細

胞への効果を検証する実験が行われ、もはや既存の抗がん剤では治せないと考

えられていた耐性化したがんでさえも、その増殖が食い止められる等の顕著な

成果が論文として続々と報告されています。工業利用までの展開を見越して合

成法を設計した点が、今回の目的を達成できた要の部分と考えています。

YouTube に よ る 研 究 内 容 の 公 開 も 行 っ て い ま す の で、「M-COPA 

YouTube」、「AMF-26 YouTube」などで検索し、成果をご覧ください。

図 2　M-COPA ががん細胞の増殖を抑制するメカニズム
（東京理科大学元講師小幡裕希先生作成）

目的
本研究部門では研究代表者が強みとする有機合成技術を駆使し、分子生物学領域で高い実
績を挙げて来た学内外の共同研究者とのタイアップを図り、天然物由来あるいは派生化合
物からの効率的な医薬品の創出を目指す

今後の展開 本研究の成果が天然物創薬の諸課題を解決に導く方法論を提供し、産業界が望む産学連携
によるアカデミア発の医薬品開発が期待される
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創薬・バイオ

アカデミック・ディテーリング・
データベース部門
Academic Detailing Database Division

患者にとって最適な薬物治療を行うには、医師が最適な薬
効群を選択するところからスタートします。その後、薬剤師
はその薬効群の医薬品特性を薬理作用、化学的特性や代謝
メカニズム、そして患者背景から最適な薬剤を選択します。
薬剤師と医師がそれぞれ専門的な視点から充分に検討する
ことで薬物治療の最適化につながります。

  t-aoyama@rs.tus.ac.jp設立2014年4月

基礎を臨床につなぐ科学的視点を基に医薬品比較情報を能動的に発信する
新たな医薬品情報提供アプローチ

部門長
薬学部薬学科　教授

青山　隆夫
Takao Aoyama

 アカデミック・ディテーリングとは
　コマ―シャルベースではない、公正中立な根拠に基づいた医薬品情報を医師
に提供することです。医師に医薬品の科学的特性から見た使い分けポイントに
ついてアカデミック・ディテーリングすることで、薬物治療の質や経済性を向
上させ、情報提供者としての薬剤師の役割が益々重要視されています。 

 医薬品比較システムの開発
　薬剤師が薬剤を選択する際に必要な、薬剤学的特徴の科学的視点から、医薬
品データベースを構築します（図 1）。

図 1　医薬品比較データベース開発

 アカデミック・ディテーラー養成
　日本の状況に即し、アカデミック・ディテーリングの定義は「基礎を臨床に
つなぐ科学的視点とエビデンスを基に医薬品比較情報を能動的に発信する新た
な医薬品情報提供アプローチ」とし、Academic Detailer の使命は「医師の
処方行動に影響を与え処方を最適化する」とした。薬剤師は科学的な視点であ
る化学構造式、薬理作用、薬物動態（図 2）から薬剤を選択します。医師と薬
剤師それぞれ専門的な視点から充分に検討して、患者に最も適した薬剤を選択
することは何より薬物治療の質の向上につながります。

図 2　医師と薬剤師の処方視点の違い

 薬物治療経過レジストリ開発

　Academic Detailing の効果を確認するために薬物治療経過レジストリを開
発し登録を開始しています。脂質異常症をモデルケースとして開発を進めます。

図 3　アカデミック・ディテーリング効果イメージ

目的 本部門の目的は、Academic Detailing を行うための医薬品特性比較データベースを開発して、医師
にアカデミック・ディテーリングを行い、患者に最適な薬物治療を提供することです

今後の展開 乳がん領域、脂質異常症、逆流性食道炎など、さらに疾患領域を広げ、薬剤師がアカデミック・ディテー
リングを実践できる日本を目指します
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創薬・バイオ

核酸創薬研究部門
Division of Nucleic Acid Drug Development

この部門は本学の学部の垣根を越え、核酸医薬を専門とす
る、あるいは核酸医薬の実用化に不可欠な関連研究を行う
研究者が集い創設されました。TR センターの活動を通じて
生まれた、学内外を問わないネットワークや共同研究を継承
しながら、理科大発の画期的な核酸医薬の創製を目指しま
す。

  twada@rs.tus.ac.jp設立2019年4月

低分子医薬、抗体医薬に続く第３の医薬として期待される核酸医薬の創製

部門長　
薬学部生命創薬科学科　教授

和田　猛
Takeshi Wada

 核酸創薬研究部門設立の背景
　2014 年度から 2018 年度まで行われた TR (Translational Research) セ
ンターの活動の中で、特に優れた成果を挙げた研究分野であり、かつ今日にお
ける社会的な要請と注目度の高いものとして、核酸医薬関連の研究分野が挙げ
られます。本学には、核酸創薬の分野で世界的に活躍している研究者が複数存
在し、それらがみな TR センターのメンバーとして研究に参画していました。
2017 年度に、西川元也教授を代表者として「核酸創薬 DDS 懇談会」が設置
され、本学の核酸医薬に関わる研究者が参集し、核酸医薬の開発に関する議論
を重ね、本部門の設置に向けた準備が整いました。そして TR センターの後継
部門として、「核酸創薬研究部門」の設置を計画し、2019 年 4 月より発足す
ることとなりました。

 核酸創薬研究部門の目的、目標
　核酸医薬の開発に必要な研究分野は多岐に渡りますが、本学には各分野にお
ける極めて優れた研究者がおり、本部門ではそれらを結集することにより、本
学独自の核酸医薬の開発が推進できるという大きなシナジー効果が期待できま
す。本研究部門では、従来の核酸医薬品と比較して、有効性、安定性、安全性
に優れる新規核酸誘導体を開発し、また、核酸に結合して安定性や体内動態を
改善する新規キャリア分子、製剤技術を確立することを目指します。また、そ
れらの核酸医薬分子の標的として、免疫系、代謝系、がんに関わる疾患領域を
選び、新規核酸医薬を用いた治療法の開発につなげることを目標としています。
このように、本学の核酸創薬に関わる優れた研究者が本部門に結集し、独自の
標的に対する独自の核酸医薬の開発が推進されることが期待されています。

図 1．

 核酸創薬研究部門の構成員
　本部門は、独自の核酸合成技術を基盤とした核酸創薬ベンチャーの設立と核
酸医薬の臨床開発実績のある和田を部門長とし、核酸医薬の体内動態制御を基
盤とした DDS（西川元也教授）、アンチセンス核酸医薬の設計と応用（鳥越秀
峰教授）、核酸医薬の高分子キャリア（大塚英典教授）、核酸医薬分子の製剤化

（花輪剛久教授）、核酸医薬を用いる免疫系の制御（西山千春教授）、核酸医薬
の代謝（樋上賀一教授）、核酸医薬によるがん治療（秋本和憲教授）の各分野
に加え、新たにバイオインフォマティクスや AI を活用した核酸医薬の標的探
索と設計に宮崎智教授、核酸医薬の作用機序解明に櫻井雅之講師が加わる組織
構成となっています（図 2）。既に部門内では研究者間の共同研究が進行、ま
たは計画されています。

図 2．

 核酸医薬の現状と本部門の研究課題

　現在、抗体医薬に続く次世代医薬として、核酸医薬の実用化に大きな期待が
寄せられています。2019 年に報告された市場調査・コンサルティング会社

（シードプラニング社）の試算では、2018 年に 21 億米ドルであった核酸医
薬の世界市場規模は、2030年には194億米ドルに達すると予測されています。
しかし、これまでに上市された核酸医薬品はわずか８品目に過ぎず、核酸医薬
の開発は大きなブレイクスルーが必要な段階に直面しているのも事実です。こ
のような状況の中で、本部門では、独自の標的に対する独自の核酸医薬の開発
を推進します。研究計画としては、
1. ホスホロチオエート核酸に代わる次世代の核酸医薬分子として期待されて

いるボラノホスフェート核酸の合成手法を確立
2. 核酸医薬に結合して生体内における安定性向上に有効なカチオン性人工オ

リゴ糖およびカチオン性ペプチドの大量合成技術を確立
3. ナノ構造化核酸の立体構造依存的な細胞相互作用の解明を通じた、細胞選

択的核酸デリバリーシステムの構築
4. 従来の低分子医薬では困難であった創傷治癒や膀胱癌に対する治療薬とし

て、関連遺伝子の発現を制御するアンチセンス医薬の開発
5. 特定の疾患に有効な核酸医薬の新規製剤化手法の開発
6. 核酸医薬の新たな標的疾患として、老化や、老化に伴う疾患、代謝異常の

制御を目指した研究
7. 自己免疫疾患やアレルギー、移植時の拒絶反応の制御を目指し、免疫担当

細胞の機能やそれに関わる遺伝子の発現制御機構を解析し、それらを制御
する核酸医薬の開発

8. 新規カチオン性分子と siRNA の複合体を用いた有効な乳がん治療薬の開発
9. 疾患の標的となるタンパク質をコードする mRNA や非コード RNA の配列

を、バイオインフォマティクスと AI を活用して探索する技術の開発
　以上述べたように、核酸創薬に関わる本学の優れた研究者が本部門に結集し、
画期的な核酸医薬の創製に挑戦します。このように、大学内の研究チームで核
酸医薬を開発する試みは他に例を見ず、本学でこそ実現可能な研究組織です。
また、これまでに、本部門のメンバーは、TR センターの活動を通して学外、
特に医学系研究者との共同研究を活発に展開しており、本部門でも継続的に共
同研究を推進する予定です。今後の本部門の活動および研究成果に大いに期待
して頂きたいと思います。

目的
核酸医薬の本格的な実用化に向け、新規化学修飾型核酸合成法の確立、核酸医薬を安定
化する人工カチオン性分子の開発や、DDS、製剤化手法の確立を通じ、新たな標的疾患に
対する核酸医薬創出を目指します

今後の展開 本学の核酸医薬に関わる研究者の総力を結集し、多角的に連携していくことで、本学独自
の核酸医薬の開発が期待されます
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創薬・バイオ

合成生物学研究部門
Division of Synthetic Biology

フロンティア精神を発揮して、細胞を創るプロジェクトを推
進します。合成生物本研究部門が国内外の合成生物学研究
者と共同研究・情報共有・技術交流のプラットホームになる
べく、研究を盛り上げていきたいと思います。

  ikawa@rs.tus.ac.jp設立2019年4月

細胞工学的に異種ゲノム移植細胞を作成し、有用物質生産や医療技術に貢献する。

部門長　
生命医科学研究所　教授

伊川　友活
Tomokatsu Ikawa

　理学部、基礎工学部、理工学部、生命医科学研究所の生物学分野の研究者が

中心になり分野・組織横断的に集結した合成生物学研究部門は、「生物種を超

えた細胞を創成する」という明確な目標達成に向けて研究を推進します。

　合成生物学は人工細胞や DNA 合成を通じて生命の動作原理を解明する学問

です。イヌ、ネコなどのペット動物、花屋で売られているランなどの園芸作物、

ラバ、ニワトリなどの家畜、コムギや果物などの農作物の複数種は、近縁種交

雑による雑種です。人類は太古の昔から、雑種生物を創り活用してきました。

現在の技術革新により、近縁種以外のゲノム交雑やゲノム移植も可能になりま

した。この新しいバイオテクノロジーからフロンティア領域を生み出すべく、

優れた生物学者が集う本学の強みを活かして部門研究を推進します。倫理的・

法的・社会的影響を常に認識して研究を展開します。将来の有用物質生産技術

や医療技術への展開を視野に入れ、安全対策を十分に施したゲノム移植技術の

確立を目指し、次の３つの研究課題を推進します。

戦略 1　植物ゲノム移植：　進化の過程で、藻類が動物や菌類に取り込まれて

植物化した例（2 次共生）や藻類を取り込んで体内で光合成させる盗葉緑体現

象が知られています（図１）。植物ゲノム中には、光合成モジュール・色素モ

ジュール・漢方薬原料を生産する代謝経路モジュールなど、動物ゲノムにはな

いゲノムモジュールがあります。そこで、原始藻類のシゾンから植物ゲノムモ

ジュールを動物ゲノムに移植することで、動物細胞に新機能を付与したプラニ

マル細胞の作成を目指します。

戦略 2　近縁種ゲノム移植：　近縁種であっても、普通の交雑法では「種の障

壁」があり、生物間のゲノム交雑は多くの種間で難しい状況です。そこでゲノ

ム工学や細胞融合により、有用物質生産を可能にする子嚢菌ハイブリッド細胞

の創成を目指します。

戦略 3　再生医療に繋がる細胞創成：　スフェロイドやオルガノイド作製を促

進するために、細胞増殖や細胞代謝を制御する方法が求められています。ゲノ

ム移植して新機能を付与した細胞を、エピゲノムや光遺伝学による発現制御シ

ステムを組み込むことで、安心・安全に医療技術に応用できる技術開発を目指

します。

　本部門を通じて、微生物学、植物学、動物学、医科学に細分化された生物学

分野が融合して、生命の基本動作原理を解明することが可能になります。また、

創薬・再生医療技術開発、高機能・有用生理物質生産などを通じて社会に貢献

することが期待されます。

目的
生命科学のビックデータを情報工学的に統合インフォマティクス解析するとともに、長鎖
DNA 合成・細胞融合・マイクロインジェクション・顕微レーザー技術などの細胞工学技術
を活用して、異種ゲノム移植細胞を作製する

今後の展開 倫理的・法的・社会的影響を重視し、有用物質生産技術や医療技術への展開を視野に入れ、
安全対策を十分に施したゲノム移植技術の確立を目指す

図１　二次共生や盗葉緑体現象に発想を得たプラニマル細胞の作成
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創薬・バイオ

 概要
　生物の環境適応、相互作用、分子進化、共進化、生態発生の分野で活躍する

研究者が、「環境適応分野」「分子進化分野」「自然共生分野」の 3 つのサブグルー

プを形成し、従来の環境生物学、進化学、生態学の概念や垣根を壊した学術研

究分野の創出と、待った無しの地球規模での環境変化の中で人類の存続に資す

る新しい技術シーズを構築することを目指す。

 各グループにおける目標および研究体制

環境適応分野

　生命の環境応答センシングのための作用機序を紐解き、環境ストレス適応型

栽培技術等の新技術を開発する。

・�生命の共進化と多様性を育む作用機序の解明

・�環境ストレス耐性、生物間相互作用に優れた有用植物品種の開発ならびに、

減農薬に資する免疫促進剤やコンパニオンプランツ等を活用した次世代型有

機栽培技術の開発

メンバー：有村源一郎、島田浩章、朽津和幸、太田尚孝、出崎能丈、橋本研志、

坂本卓也、松永幸大（東京大）

分子進化分野
　生命の適応・多様化を可能にするためのゲノム進化やセントラルドグマの作

用機序を、従来見過ごされてきた進化の観点から解析し、これまでの常識に捕

われない新しい生命システム技術の開発を目指す。

・�地球生命のタンパク質合成システムの最小構成要素と作用機序の解明とその

利用

・�RNA テクノロジーを基盤とした新しい生命システム技術の開発

メンバー：田村浩二、古屋俊樹、白石充典、櫻井雅之、岡田憲典（東京大）、

相馬亜希子（千葉大）

自然共生分野
　生態系及び生物多様性の保全とそれに資する科学的知見を集積し、化学物質

等の生物へのリスク評価や大気・水・土壌等の環境管理・改善のための技術を

開発する。

・生物の次世代生産に影響する環境要因と作用機序の解明

・大気中分子や環境化学物質の分析手法と生物への影響評価手法の開発

メンバー：宮川信一、佐竹信一、秋山好嗣、古宮裕子、斉藤拓也（国立環境研）

生物環境イノベーション
研究部門
Division of Biological Environment Innovation

「環境」をテーマに、植物、哺乳類、は虫類、両生類、魚類、
昆虫、菌といった様々な生物種の環境適応能力と分子進化
のメカニズムを紐解き、環境変動に直面する 21世紀におい
て、生態系・生物多様性の保存（＝地球環境 / エコシステム
の健全化）に資するための斬新な基礎知見を集積させるイノ
ベーションに努めます。

  garimura@rs.tus.ac.jp設立2020年4月

環境変動社会における学術領域と技術シーズのシナジー効果を生み出す生物環境研究

部門長
基礎工学部生物工学科　教授

有村 源一郎
Gen-ichiro Arimura

目的
急激に変動する生存圏環境において、生命が適応、多様化、分子進化するための作用機序
を紐解き、地球環境・生態系・生物多様性の保全のための基盤構築、ならびに我々の食と
健康に資する技術シーズの開発を目指す

今後の展開 環境生物学や生態学といった個別でこれまで発展してきた研究領域を融合した、我が国に
これまで無かった新学術変革領域を創出する
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環境・情報・社会

火災科学研究所
Center for Fire Science and Technology

安全・安心は社会発展の要です。東アジアでは急激な都市
化が進行し、石油化学素材等の燃焼を伴う近代都市施設の
火災・爆発による重大な死亡・損害が多発し、被害が巨大
化する危険に直面しています。私たちは、この喫緊の事態に
十二分に対処していく義務と、火災事故の変質を予測し、防
止するための革新的教育研究システムづくりに一層努めてい
く所存です。

  ihagiwara@rs.tus.ac.jp設立2004年4月

火災から人命と財産を守るための安全技術およびそれを支える火災科学に関する研究

所長
総合研究院　教授

萩原　一郎
Ichiro Hagiwara

 東京理科大学における火災科学研究
　本学では、火災から人命と財産を守るための安全技術およびそれを支える火
災科学に関する研究を推進する研究拠点として、1981 年に「総合研究所火災
科学研究部門」が設立されました。これは、約 50 年前に「建築防災学の講座」
が建築学科の創設当初に設置されたことに端を発します。こうして、本学では、
かなり早い時期に、他の大学に例を見ない火災科学に関する研究と教育の基盤
が整備され、この基盤から多くの実績が蓄積されてきました。この成果は、世
界で最も権威ある国際火災安全科学学会から名誉ある２つの賞を受賞したこと
で立証されたといえます。一つは「火災安全技術の発展に寄与した、いわば研
究上の功績」に対する賞で、もう一つは「火災研究者を多数輩出した、いわば
教育上の功績」に対する賞であります。また、わが国では、これまでに多くの
ビル火災が発生し、多数の犠牲者を出してきましたが、こうしたビル火災の鑑
定には、大半が本学の火災科学研究部門のメンバーが参加しています。
　こうした実績が評価され、2008 年度～ 2012 年度「先導的火災安全工学の
東アジア教育研究拠点」が、グローバル COE プログラムに採択されました。
これは 2003 年度～ 2007 年度に実施した 21 世紀 COE プログラム「先導的
建築火災安全工学の推進拠点」の成果や大学の支援体制が高く評価され、国際
的に抜群の拠点づくりが可能であると認められたことによります。
　2012 年度には、アジア諸国の火災安全に係る関係者により＂ FORUM for 
Advanced Fire Education/Research in Asia” を設立し、火災科学・火災安
全工学に関する世界最高水準の教育研究拠点を確立し、「火災安全工学の発展」
および「若手研究者や専門技術者の育成」のための活動を展開しています。
　2013 年度～ 2017 年度には、私立大学戦略的研究基盤形成支援事業「専門
知の共有に基づくアジアの火災安全情報拠点― 情報化社会における新しい火
災安全のあり方 ―」に着手、アジアの火災安全情報のネットワーク構築を行
うことに重点を置き、アジア諸都市の火災リスク抑制を連携して実現する研究
拠点として、21 世紀の課題である科学のグローバル展開を実現してきました。
　2018 年 4 月からは、設置期間を定めないセンター「火災科学研究所」と
して東アジアを代表する火災科学・火災安全工学拠点の役割を担っています。

 火災科学研究センター実験棟
　21 世紀 COE プログラムの採択を契機とし、大学に付属する火災科学研究
専用施設の中で世界トップレベルの規模と機能をもつ実験棟として 2005 年
3 月に竣工しました。野田キャンパス内に位置し、建築面積約 1500㎡、延べ
面積約 1900㎡、高さ約 20 ｍの規模を誇ります。（写真１）火災科学分野に
おいて世界を先導する卓抜な研究の推進が可能な機能を備えるよう、当研究所
のメンバーがこれまでの経験基盤をもとに、基本計画設計を実施しました。
　2006 年 3 月に大型耐火炉（壁炉）、2010 年 3 月には多目的水平載荷加熱
試験装置、2018 年 3 月には小型火炎伝搬試験装置等の実験施設を整備・設
置し、先導的な研究の発展に役立てています。

 大学院国際火災科学専攻と火災科学研究所の使命
　本学では、先人達が残してくれた火災科学分野の優れた伝統と実績を継承し
つつ、21 世紀 COE プログラムからグローバル COE プログラムを通して大
幅に発展させ、その成果として、アジア初の火災科学に特化した大学院「国際
火災科学研究科」修士課程を 2010 年 4 月に、博士後期課程を 2012 年 4 月
に開設しました。
　火災科学・安全の分野に係わる職種である建築、消防、材料、防災設備、損
害保険などの社会人、これらの職種における専門家（消防官や防火技術者など）
を志す一般学生や留学生を対象に、社会的ニーズの高い建築防災、都市防災、
消防防災に係わる高度専門的職業人を養成することに重点を置き、火災科学研
究所の保有する各種実験装置を最大限に活用し、火災実験を通して、基礎理論
を習得する場として、教育・研究を行っています。
　2018 年 4 月には、他専攻とも連携をはかりながら、より強固な教育・研
究体制とするため、大学院理工学研究科の専攻として再構築を図っています。
　これにより、名実ともに世界最高水準の教育研究拠点を確立し、維持してい
くことで、火災科学分野に求められている様々な社会的需要に応え、社会的貢
献を果たしていきたいと考えています。

 性能評価業務
　火災科学研究所では、火災安全技術の発展と信頼性の向上を図るため、国土
交通省の指定性能評価機関の指定を受けた指定性能評価機関として、建築物の
構造方法について、建築基準法に基づく国土交通大臣認定を受けるために必要
な性能評価を実施します。
　性能評価は、国土交通大臣の認可を受けた業務方法書に基づき性能評価の業
務分野の専門的知識を有する評価員によって行われます。

目的 火災科学及び火災安全工学の発展および若手研究者や専門技術者の育成を推進する

今後の展開 世界最高水準の教育研究拠点を確立し、火災安全に関する様々な社会的需要に応え、社会
的貢献を果たす

図 2　ホームページ
「Forum on Fire Safety in Asia（アジア
火災安全情報拠点）」写真 1　実験棟外観

図 1　‌�火災科学研究所による 
教育研究拠点

COE  
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環境・情報・社会

スペース・コロニー
研究センター
Research Center for Space Colony (RCSC)

本学が有する人工衛星の部品開発、機能性材料、創エネル
ギー、建築、IoT・センサー等の各技術を結集し、極限環境
下での長期間滞在に必要な技術の研究開発を行います。こ
れにより宇宙航空学科を持たない本学が、従来の宇宙開発
の固定観念に捕らわれない発想によって、産学連携を通じ
て我が国の宇宙産業の活性化を目指します。

  rcsc@rs.tus.ac.jp設立2017年11月

スペース・コロニー研究拠点の形成～宇宙滞在技術の高度化と社会実装の促進～

センター長
特任副学長

向井　千秋
Chiaki Mukai

 センター設立に至る経緯
　スペース・コロニー研究センター（Research Center for Space Colony：
RCSC）は、我が国の私学随一の理工系総合大学であり、学部・学科を横断し
た異分野総合研究のノウハウを醸成してきた本学が有する人工衛星の部品開
発、機能性材料、創エネルギー、建築、IoT・センサー等の各技術を結集し、
人類のフロンティアである宇宙等の開発に不可欠な極限的な閉鎖環境において
人間が長期間滞在するために必要な技術の開発拠点として設立されました。
　革新的な研究開発を推進するとともに、産学官連携による当該技術の社会実
装及び人材育成を通じて、人類社会に貢献する国際的な研究開発拠点を形成す
ることを目的として 2017 年 11 月にスタートしました。

 現状の課題
　人類のフロンティア拡大に不可欠な閉鎖環境に滞在するためには、生活に必
要なエネルギーの供給、水や空気の再利用、自給自足に必要な食糧の生産等、
解決すべき多くの課題があります。これらの課題に対して、本学の叡智を結集
し、統合力で対応するとともに民間企業との連携も進めていく必要があります。

 センターが目指すこと
　RCSC での研究開発では、地上においても有用な宇宙滞在技術の高度化を実
現し、これらを本学と連携する民間企業に速やかに技術移転することで、技術
の社会実装に加え、災害時の極限環境下での長期滞在や、技術を集結させた災
害に強い住宅による我が国の国土強靭化、人類の共通課題である食糧問題の解
決、我が国の極めて小さい宇宙産業の活性化等に貢献することを目指していま
す。また、開発拠点として RCSC を設置することで、宇宙開発に興味を持つ
学生の学びの場として、また、人材の育成や産学連携の推進、アントレプレナー
シップの醸成等の波及効果も期待しています。

図１　スペース・コロニー研究センターの目指すもの

 センターにおける研究体制
　RCSC での研究開発は、以下
に記載する 4 つのチームが相
互に連携しながら研究を進める
という体制を取っています。研
究開発の過程で生み出された技
術を束ねて、実用化する力を持
つ民間企業に速やかに移転する
ことで、将来的には宇宙で利活
用が可能かつ地上においても有用な技術へと高度化する事を目指します。

チーム１：スペース QOL・
システムデザインチーム
本チームは、事業の統括を務め
ます。また、微小重力や低圧等の
特殊な環境条件下に晒される月
面に人間が長期間滞在すること
を想定し、滞在中の安全・安心
の確保や医療のセーフティネッ
ト等、快適に生活するために必
要なシステムを設計するととも
に、必要技術の抽出を行います。

チーム２：
スペースアグリ技術チーム
本チームは、水中プラズマ技術
と光触媒技術を併用すること
で、資源が欠乏する閉鎖空間で
も自給自足でき、衛生面にも配
慮したスペースアグリにおける
要素技術の開発を行います。

チーム３：
創・畜エネルギー技術チーム
本チームは、放射線耐久性に優
れた材料による高効率かつ高出
力な太陽電池、夜間にも発電可
能な室内外温度差での熱電池発
電システム、および太陽電池・
熱電池に連携したフライホイー
ル型高エネルギー密度蓄電シス
テムの開発を行います。

チーム４：
水・空気再生技術チーム
本チームは、人体や装置類から
排出される各種の水や気体を高
活性光触媒等の機能性材料を用
いて完全に再生利用するシステ
ムの開発を行います。

目的 本学が有する技術を集結し、人類のフロンティアである宇宙等への進出に不可欠な極限閉
鎖環境下での長期間滞在に関する研究開発を目的とします

今後の展開 研究開発の過程で創出された技術を連携する民間企業に移転し、宇宙で利活用可能かつ地
上でも有用な技術へと高度化する事を目指します

図 2　�チーム１（スペース QOL・システムデザイン）
のミッション

温度差発電パネル

太陽光発電パネル

フライホイール電池

図 4　�チーム３（創・畜エネルギー技術）のミッション

使用

究極のリサイクルシステム

分解

分解

有価物

回収 or 変換

水 空気

廃ガス廃水

図 5　�チーム４（水・空気再生技術）のミッション

図 3　�チーム２（スペースアグリ技術）のミッション

スペースコロニーデモンストレーションモジュール

21Tokyo University of Science



環境・情報・社会

大気科学研究部門
Atmospheric Science Research Division

大気科学は大気組成や大気現象やその仕組みを研究する学
問です。当部門では主に、大気中に浮遊する液体もしくは固
体の微粒子であるエアロゾル粒子による大気汚染、気候影
響について研究します。広い分野の専門家が集まり 2016
年 4 月に設立しました。

  miura@rs.tus.ac.jp設立2016年4月

都市・海洋・山岳大気における観測により、大気汚染、気候変動について研究します。

部門長
理学部第一部物理学科　教授

三浦　和彦
Kazuhiko Miura 

　大気科学研究部門では、都市大気、山岳大気、海洋大気、越境大気を対象に、
それらの相互作用も含め、大気汚染と気候変動と大気電気について研究する（図１）。

図 1　研究分野の相互関係

1. 関東地方の PM2.5 の高濃度原因
　南関東ではディーゼル車排ガス規制などの対策によりだいぶ減少したが、い
まだPM2.5 の環境基準達成率が低い。この原因として越境汚染の可能性も考
えられるが PM2.5は中国だけで発生するものではなく、どこでも発生するもの
である。粒子は輸送中に降水があれば大気中から除去されるので、大陸から
の長距離輸送は上空で行われると思われる。そこで、我々は認定NPO 法人富
士山測候所を活用する会（http://npo.fuji3776.net/）の協力を得て、富士
山頂の旧測候所で観測を行い、どのような条件にPM2.5が高濃度になるかに
ついて研究を行う。また、吸湿性のエアロゾル粒子は湿度により成長しPM2.5

の高濃度の原因となりうる。そこで、東京湾または船舶を利用した観測により、
海洋大気エアロゾル粒子の影響を調査する。

2. エアロゾル粒子の気候影響
　大気エアロゾル粒子は、太陽光を直接散乱・吸収することで直接的に、雲の
核となり雲の放射特性を変えることで間接的に、地球を冷却する効果があるが、
いまだ科学的理解の水準は低い。基礎生産性の高い海域から放出される生物起
源気体は、海洋エアロゾル粒子の重要な起源である。粒子数が増加することに
より、雲は大気の負の放射強制力を増すが、大気境界層には海塩粒子が存在す
るので新粒子生成は起こりにくく、自由対流圏で生成されると思われる。自由
対流圏に位置する山岳大気エアロゾルを測定することにより、新粒子生成・雲
生成プロセスについて解明する。また、富士山においては、二酸化炭素のモニ
タリング、煤粒子の測定を行い、地球温暖化についても調査し、エアロゾル粒
子の冷却効果と比較する。さらに、東京スカイツリー、船舶での観測により、
都市大気、海洋大気エアロゾル粒子の特性についても調査する（図２）。
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図２　新粒子生成・雲生成プロセスの解明

　本部門は、現在、表１に示す 29 名の部員と 3 名のアドバイザリ―委員で構
成されています。メンバーが主に活動する観測場所を図３に示しました。

表 1　大気科学研究部門のメンバー（2020 年 6 月 1 日現在）
職名 氏名 所属 専門
部門長・教授 三浦　和彦 理学部第一部物理学科 大気物理学
嘱託教授 橋本　巌 理学部第一部物理学科 回折結晶学
准教授 仲吉　信人 理工学部土木工学科 水文気象学
准教授 永野　勝裕 理工学部教養 環境放射線科学
講師 野島　雅 総合研究院 分析化学
嘱託助教 森　樹大 理学部第一部物理学科 大気物理学
嘱託助教 小野村史穂 理工学部土木工学科 水文気象学
客員教授 青木　一真 富山大学大学院理工学研究部教授 大気物理学
客員教授 五十嵐康人 京都大学複合原子力科学研究所教授 地球化学
客員教授 大河内　博 早稲田大学創造理工学部教授 環境化学
客員教授 長田　和雄 名古屋大学大学院環境科学研究科教授 大気化学
客員教授 財前　祐二 気象研究所環境・予報研究部室長 エアロゾル科学
客員教授 中島　孝 東海大学情報デザイン工学部教授 大気物理学
客員教授 速水　洋 早稲田大学理工学術院国際理工学センター教授 大気化学
客員教授 三隅　良平 防災科学技術研究所水・土砂防災研究部門部門長 大気物理学
客員准教授 浅野　比 山陽小野田市立山口東京理科大学准教授 環境化学
客員准教授 足立　光司 気象研究所全球大気海洋研究部主任研究官 地球化学
客員准教授 岩本　洋子 広島大学大学院統合生命科学研究科 地球化学
客員准教授 加藤　俊吾 東京都立大学都市環境学部准教授 大気化学
客員准教授 鴨川　仁 静岡県立大学特任准教授 大気電気学
客員准教授 工藤　玲 気象研究所気象観測研究部主任研究官 大気物理学
客員准教授 小林　拓 山梨大学大学院医学工学総合研究部准教授 大気物理学
客員准教授 櫻井　達也 明星大学理工学部総合理工学科准教授 大気物理学
客員准教授 竹谷　文一 海洋研究開発機構主任研究員 大気物理学
客員准教授 松木　篤 金沢大学環日本海域環境研究センター准教授 大気物理学
客員准教授 和田　龍一 帝京科学大学生命環境学部准教授 環境計測学
客員研究員 齊藤　伸治 東京都環境科学研究所研究員 大気化学
客員研究員 當房　豊 国立極地研究所助教 大気物理化学
客員研究員 矢吹　正教 京都大学生存圏研究所助教 大気物理学
アドバイザリ―委員 植松　光夫 埼玉県環境科学国際センター総長 地球化学
アドバイザリ―委員 中島　映至 宇宙航空研究開発機構地球観測研究センター参与 大気物理学
アドバイザリ―委員 藤田　慎一 電力中央研究所名誉研究アドバイザー 大気環境学

図３　観測ネットワーク（赤字：山岳地域、青字：平野部）

参考文献
1）	土器屋由紀子・佐々木一哉編：よみがえる富士山測候所 2005-2011、成

山堂、pp180, 2012
2）	東京理科大学出版センター編著：太陽エネルギーがひらく未来、東京書籍、

pp193、2012
3)	 藤田慎一・三浦和彦・大河内博・速水洋・松田和秀・櫻井達也：越境大気

汚染の物理と化学　改訂増補版、成山堂、pp292, 2017
4)	 三浦和彦編著：特集「山岳域における大気観測」、理大 科学フォーラム

2016 年 8 月号、東京理科大学、2-23、2016

目的
南関東の PM2.5 の環境基準達成率はいまだ低い。また、自由対流圏と都市大気では雲生成
プロセスが異なる。これらの原因を解明するために、都市・山岳・海洋・越境大気を対象に、
それらの相互作用も含め研究します

今後の展開 学内外の研究者の輪を広め、部門終了後は、継続性を持つ全国レベルの新たな学術コミュ
ニティを形成したいと考えています
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超分散知能システム研究部門
Division of Super Distributed Intelligent Systems

本研究部門では、異なったレベルや側面で並列分散の研究
を進めてきた専門家が連携し、新しい並列分散モデルの開
発を進めるとともに、それぞれの性質や問題点を共有した
一体化したシステムの実現を目指します。本部門の一体化し
た既成概念にとらわれない取組みによって、新たなブレイク
スルーをもたらしたいと考えています。

  mune@rs.tus.ac.jp設立2016年4月

生物を真似た新しい並列分散手法の開発と、多水準の成果を用いた領域専用並列分散処理

部門長
理工学部情報科学科　教授

滝本　宗宏
Munehiro Takimoto 

 超分散知能システム研究部門とは
　現代の科学技術活動には、ビッグデータと呼ばれる莫大なデータから意味の

ある情報を抽出するデータマイニングの技術が極めて重要であり、ミクロレベ

ルでは遺伝子 ･ 分子設計から、マクロでは地球環境まで、それらのビックデー

タのデータマイニングは、今や計算機科学の手を借りなければ一歩も進まない

状況になっています。超分散知能システム研究部門では、本研究部門の前進で

ある次世代データマイニング研究部門の成果を発展させるとともに、そこから

生じた性能上の問題を基に、新しい並列分散処理法を開発します。具体的には、

言語処理系、並列分散アルゴリズム、ネットワークプロトコルといった基盤部

における効率化を進めるとともに、生物の内部システムや社会性生物から得ら

れる知見を基にした発見的手法に基づく新しい並列分散モデルを開発し、デー

タマイニングを含め、画像処理、機械学習、ロボットシステム、ソフトウェア

工学ツールといった多方面への応用を目指します。現在、本部門には 12 名の

研究者が情報工学、認知科学、ロボティックス、バイオインフォマティックス、

システム工学、土木工学の分野から集まっており、相互に協調しながら研究を

推進しています。

 研究体制
　本部門は、次世代データマイニング研究部門の成果と協力関係を引き継ぐと

ともに、新しい応用を設定し、これらの性能上の問題を探りながら、高度な並

列分散処理の実現を進めていきます。その際、並列分散の問題に、「応用」、「モ

デル」、「基盤技術」の３階層の立場から取り組み、知見を統合した最良の解決

法を与えることを目指しています。

①並列分散の応用
　応用の階層では、「データマイニングと機械学習」、「画像処理」、「ロボット

分散制御」の３つの並列分散システムを、応用として設定し、それぞれのシス

テムに精通した研究部門研究者（滝本、大和田、小島、木村、堂脇、竹村、原

田）がもつ知見から性能上の問題点を探り、応用から並列分散処理の課題を探

ります。

②並列分散の基盤技術
　基盤技術の階層では、「プログラミング言語」、「言語処理系」、「ネットワーク」

の３つの分野に精通した研究部門研者（滝本、松澤、西山）によって、並列分

散処理の基盤技術における直接的な性能向上を進めます。

③並列分散モデル
　モデルの階層では、基盤技術によって得られた成果を応用に適用するととも

に、研究部門研究者（滝本、玄、朽津、諸橋）の「進化計算」、「生物の内部シ

ステム」、「システム生物学」の知見を基にした、基盤技術と応用をつなぐ新し

い並列分散モデルの開発を進めます。

 研究テーマ
　現在、次の２つのプロジェクトが進行中です

①「搾乳ロボットを用いた飼養高度化」プロジェクト
　牛乳の成分分析を自動的に行う搾乳ロボットを用いて、ホルモン値の推移か

ら乳牛の発情期モデルを生成するプロジェクトです（図 1）。正確に発情期を

予測することによって、乳牛を確実に妊娠させ、乳量の低減を防ぎます。

図 1　搾乳ロボットと A.I. の関係

②「哺乳子牛と搾乳牛のトレーサビリティの高度化」プロジェクト
　子牛から乳牛になるまでの、個体情報、生育情報、繁殖情報、生産乳量、疾

病状況といった情報を、改竄が困難なブロックチェーン技術によって管理し、

その情報を基に、人工知能によって、子牛の将来の生産乳量を予見します（図

2）。

図 2　乳牛のトレーサビリティ

目的
言語処理系、並列分散アルゴリズム、ネットワーク技術といった基盤部における効率化を進
めるとともに、生物の内部システムや社会性生物からの知見を基にした新しい並列分散モデ
ルを開発し、多方面への応用を試みる

今後の展開 内在する複雑さのために人手に頼ってきた処理を、積極的な並列化と、高度に並列分散化
した知能システムによって自動化する実践的なツールを実現する
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インテリジェントシステム
研究部門
Division of Intelligent System Engineering

当部門は、2016 年 4 月より改組し、医療や宇宙へのシス
テム応用を目指して再スタートいたしました。実力ある研究
陣と設備により、現在までの数多くの価値ある研究成果を
より一層向上・融合させ、医療・宇宙応用に向けたヒューマ
ンライクで自律性を持った、そして人に優しいインテリジェ
ントシステムの実現に向けた研究開発に取り組んでいます。

  hyogo@rs.tus.ac.jp設立2016年4月

医療・宇宙応用向けヒューマンライクで自律性を持つインテリジェントシステムの構築

部門長
理工学部電気電子情報工学科　教授

兵庫　明
Akira Hyogo

　当部門で取り組んでいる研究内容の一部を以下に紹介いたします。

 医療応用に向けた基礎研究
　インテリジェントシステムを医療に応用するための基礎研究を行っていま
す。ここでは主として次の５点について研究を実施しています。
○生体情報のセンシングとヘルスケア

生体インピーダンスなどをセンシングし、それらから種々の生体情報を抽出
し、医療・福祉・ヘルスケアに供します。

○ウェアラブル情報機器用電波通信システム
身体に装着した（ウェアラブル）情報機器の UWB（Ultra WideBand）を
用いた PAN ワイヤレス通信システムや、UWB 対応のアンテナの研究開発
を行います。

○�体内埋込み機器へのエネルギーの供給や情報伝送システムの研究
開発
体内埋込み型人工心臓システムやカプセル型内視鏡システムへのエネルギー
の供給や情報伝送システムの検討、ならびに回路の検討を行います。

○電磁波の癌診断や治療への応用に関する研究
マイクロ波などの電磁波を照射し、その反射特性や透過特性から乳がんの早
期発見・診断を行う方法を研究開発します。また、電磁波を利用した温熱治
療などに関する研究開発も行います。

○ワイヤレスエネルギー供給システムに関する研究
携帯機器や装着機器などへの電力供給について、電磁誘導や電磁波の形でワ
イヤレスにエネルギー供給できるシステムの研究を行います。

 宇宙システムの自律化に向けた研究
　宇宙機の果たすべきミッションが多様で複雑になるに従い、宇宙機の制御系
には高い知能と自律化が求められています。しかし、地上での機器と異なり、
質量・容積に強い制約があるため、高機能化への対応には使用するデバイスの
高機能化が求められます。ここでは主として、衛星の統合制御計算機や自律分
散型ロボットに用いる演算システムやセンサシステムを対象にして、最新デバ
イスの適応の可能性について検討することで、どの程度の小型化が可能となる
かなどを検討しています。

 ハードウェアの小型化、高周波化、省電力化に関する研究
　インテリジェントシステムを医療や宇宙での機器に応用する場合には、先の
２つの研究課題でも要求されているように、機器の小型化、省電力化、さらに
は、大容量伝送や高速動作のための高周波化が求められます。このため、ここ
では主として以下の研究を行っています。
○高周波アナログ回路の研究

今後のインテリジェントシステムに必要な大容量データ通信のための高周波
回路や無線 LAN 用の低雑音増幅器やミキサなどを含む GHz 帯の高周波フ
ロントエンドの研究・開発を行います。

○低電圧・低消費電力回路
今後、電池動作や省電力動作が必要不可欠となるため 1.5V 以下で動作する
回路やより省電力で動作する回路を研究し、開発します。

○回路の集積回路化
システムの超小型化のため、必要な回路をすべて集積化し、一つの集積回路
で実現するための手法について研究しています（図１）。

○�アナログ・ディジタル変換回路（ADC）およびディジタル・アナ
ログ変換回路（DAC）
センサなどからのアナログ信号をディジタル信号に変換する ADC 回路や、
その逆にディジタル信号をアナログ信号に変換する DAC 回路についての高
性能化について研究しています。

 ‌�インテリジェントシステムを支える通信方式とネットワーク
に関する研究

　データを効率的に送受信するための、アンテナ、伝送路、信号処理回路、さ
らには、通信方式などに関する研究を行います。

 ‌�インテリジェントシステムを支えるエネルギーシステムに
関する研究

　地域での生活とエネルギーシステムに焦点をあて、分散エネルギーシステム
の評価モデルおよび温暖化対策としての地域交通システムのあり方に関して研
究を行います。これらは、体内埋め込み装置などの医療応用において低消費電
力化が要求されるシステムへも適応できるものと考えられます。

 ‌�ハードウェアシステムをよりフレキシブルにまた自律的に
動作させるためのソフトウェアおよび理論の研究

　ハードウェアをより効率的に動作させるためのソフトウェア、プログラミン
グ言語や情報理論などを研究することでインテリジェントシステムを基礎から
支えます。

図 1	 試作した集積回路（IC）のチップ写真 
（縦 5mm×横 5mm）

目的
種々の工学技術と理学の融合により、医療・宇宙応用に向けたヒューマンライクで自律性を
持つ人に優しいインテリジェントシステムの実現に関する研究を行い、人類・社会に貢献す
ることを目的としています

今後の展開 工学技術と理学を融合し、医療・宇宙応用に向けたインテリジェントシステム構築のために
各要素技術のさらなる向上とシステム化を目指します
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先端都市建築研究部門
Division of Advanced Urbanism and Architecture

工学部第一部、第二部、理工学部、国際火災科学専攻に
所属する建築学都市学の専門家で構成される研究部門で
す。当該研究者は、長年、地域研究・地域貢献・地域交流
活動を行ってきていまして、厚みのある研究の蓄積があり
ます。理科大のホームである神楽坂・外濠周辺地域に資す
る研究成果を出すことを目指しています。

  o.taka@rs.tus.ac.jp設立2014年4月

都市文化、都市性能、都市デザインの３研究分野で構成される総合計画研究。
成果を都市計画策定に資する学術的知見として研究対象地域に還元する。

部門長
工学部建築学科　教授

髙橋　治
Osamu Takahashi

 研究部門の特徴
　近代化産業化が高度に進行した今日の都市環境、都市生活に関わる諸課題は、
その多くが、複合的相関的な事柄に起因しており、細かく専門分化された個別
研究分野の成果だけでは、こうした課題を克服して、サステナブルで、レジリ
アントで、良好な都市環境を形成、維持、経営することが困難になっています。
　そこで、本研究部門は、実践的な都市形成の統合システムを構築し、都市計
画にかかる政策に資する具体的科学的知見として地域に還元することを目ざし
て設立されました。学術研究の成果の社会への還元、大学の社会貢献という点
から、当該研究分野には、行政組織、民間企業、NPO などから期待が寄せら
れており、そうした社会工学的研究部門であるところに特徴があります。

 学術的および社会的な特色
　本研究部門に所属する個々の研究者専門家は、各研究分野において一線の研
究を重ねており、それは、日本建築学会、日本都市計画学会、日本建築史学会
ほか当該分野の主要学会において広く認められているところです。各研究者の
専門性を生かした連携による総合研究およびその社会還元は時代と社会からの
要請でもあり、都市環境の先端的総合研究に特化した本研究部門の体制をとる
ことで、それは速やかに弾力的に実施することが可能となります。各学会のネッ
トワークを駆使した学術研究活動ができることも、当該研究分野の研究者が有
する利点であり、それは社会的な特色ともなっています。
　本研究部門の独創的な点は、第一に建築および都市計画にかかわる各分野の
先端的な研究を連携して行う点、第二に江戸 - 東京 400 年のクロノロジカル
な文脈における現代都市の課題を総合的に分析、成果をもとに設計、 計画手法
の研究に取り組む点です。とくに、東京理科大学のホームグラウンドというべ
き神楽坂地域および外濠周辺地域を対象とする研究は、世界の都市史の文脈上、
都市構造上、ユニークな特性を備えた地域であり国際的な注目を集めうるとい
えます。

 研究対象地域
　研究対象地域は、第一に神楽坂キャンパスの位置する外濠及びその周辺地域
とし、第二に国内の近代化された城下町（名古屋、大阪ほか）の同型地域、第
三に近代化が進行するアジア諸都市の同型の地域（ソウル、北京、バンコクほ
か）へと拡張していく計画です。それぞれのプロセスで都市構造をモデル化、
段階的研究成果を順次適用して総合都市研究を展開していきます。

目的 現代建築と都市基盤の更新によるサステナブル、レジリアントな都市環境計画理論の構築

今後の展開
対象地域について、地域研究・地域貢献・地域交流を展開し、都市再生計画のモデル化を
はかり、地域計画、計画評価、合意形成の一般化へと展開する。また、構造や防災を充実
させる

表１　研究分野と研究分担者

図１　神楽坂変遷図、『外濠の外』、伊藤裕久教授（2014 年 4 月）

図２　『外濠 - 神楽坂 7 つのイメージ』、東京理科大学神楽坂地域デザインラボ（2014 年 4 月）

図３　『近づくまちとほり』、まちと外濠をバリアフリーのデッキでつなぐ提案、外濠再生構想シンポジウム、
東京理科大学神楽坂地域デザインラボ（2014 年 5 月）
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数理統計基礎研究と応用統計研究の発展及びその融合

 研究部門設立の背景と目的
　「統計科学」とは得られたデータからその背後にある母集団の特徴を見出す

ために、確率の概念を用いて最適となる理論や統計的手法を与える研究分野で

す。近年、人工知能（AI）をはじめ、ビッグデータを扱う「データサイエンス」

が注目を集めています。また、これらの理論の中心は「統計科学（統計理論）」

であり、脚光を浴びています。

　このような状況のもと、本学においても、AI 及びデータサイエンスの研究

において、我が国だけでなく世界をリードする研究体制を構築することが重要

です。しかしながら、AI 及びデータサイエンスの研究といっても非常に広範

囲であり、東京理科大学が世界に誇れるこの分野の研究を考えると、本学には

昔から伝統的に「統計学」を専門とする教員が多く、しかもすべてのキャンパ

スに在籍しており、特に、統計的推測の論理を数学的に整理したものである「数

理統計学」を専門とする研究者が数多く集まっているのは国内では本学だけで

あるといっても過言ではありません。また、かつて、社会人を対象とした医薬

統計プログラムが存在したように医療統計学にも強いという特色があります。

そこで、キャンパス間や学部学科間を超えて、これらの分野の研究者が集結し、

活発に交流することによって、「東京理科大ならでは」の研究を行い、研究拠

点を形成することを目標とします。また、この部門の設置によって、研究テー

マは異なりますが、その背後にある共通理論に関心を持つ研究者が集結し、本

質的な理論や手法について研究水準の向上を目指し、データサイエンス時代の

新理論の創造や新分野への開拓などを行うことも目的とします。

 研究グループ
　本研究部門は、大きく 2 つのグループで構成され、以下のような分野につ

いて研究を行っていきます。

1．�数理統計基礎グループ 
（リーダー：橋口博樹教授（理学部第一部応用数学科））

　「多変量解析分野」は神楽坂・葛飾・野田キャンパスの各教員と客員准教授

で構成され、各教員の既存の研究テーマ「多次元欠測データ解析」、「高次元デー

タ解析」、「ランダム行列論」、「次元圧縮法」を中心に、応用統計研究グループ

への発展・融合を視野にいれて研究を行います。「統計モデル分野」は神楽坂・

野田キャンパスの教員で構成され、「統計モデリングとモデル選択」、「ノンパ

ラメトリック法」、「分割表統計解析」などのテーマで研究を行います。数理統

計基礎グループで扱う手法は理論的背景が明快であってホワイトボックス的で

あるのに対して、現実問題で取り上げられる問題の解法はヒューリスティック、

深層学習などブラックボックス的な側面があります。AI やデータサイエンス

の理論を構築する上では、後者のブラックボックス的な解法をいかに前者の方

法論等で明確にしていくかが問われると思います。

2．�応用統計研究グループ 
（リーダー：寒水孝司教授（工学部情報工学科））

　「医療統計分野」については、葛飾キャンパスの教員で構成され、医学研究

を中心に研究デザインとデータ解析の方法論に関する研究活動を行います。特

に、工学部情報工学科のグループが国際的に評価の高い優れた研究実績をあげ

ており、グループ内・間の交流によって新たな研究が期待されます。「数理ファ

イナンス（時系列解析）」については、葛飾キャンパス、「教育工学」における

量的分析による教育方法・システムの開発に関する研究については、神楽坂キャ

ンパスの教員を中心に研究を行います。また、近年、「スポーツ統計学」とい

う分野が注目されており、野田キャンパスの教員や客員准教授によりそれぞれ

活発に研究が行われており、学生等の交流も交えた共同研究を行う予定です。

「統計的機械学習・数理最適化分野」については、神楽坂キャンパスの教員を

中心に、「統計・機械学習及び記号モデリングを融合した自然言語処理に関す

る研究」やビッグデータ解析や機械学習に関連する「大規模な非線形最適化問

題の研究」、さらに、「コンピュータによるデータマイニング及びパターン認識

の統計的方法の研究」を行います。

　また、本研究部門の目的の一つであります、「データサイエンスセンターを

通じて行う企業など外部機関との共同研究」については、その研究の内容ごと

に適した研究分担者で構成される「データ解析チーム」を立ちあげ、共同研究

を行う予定です。

 研究組織

寒水研究室 塩濱研究室
篠崎研究室

データサイエンスセンター

瀬尾研究室 矢部研究室
橋口研究室 黒沢研究室
村上研究室 松崎研究室
宮岡研究室 下川研究室
渡辺(雄)研究室

富澤研究室 田畑研究室

神楽坂キャンパス

葛飾キャンパス

野田キャンパス

数理統計基礎グループ
＜多変量解析分野＞
瀬尾隆，橋口博樹，川崎玉恵，八木文香，
土田潤，中川智之，石井晶，西山貴弘(専修大学)

＜統計モデル分野＞
宮岡悦良，富澤貞男，黒沢健，村上秀俊，
田畑耕治，下川朝有

応用統計研究グループ
＜医療統計分野＞
寒水孝司，篠崎智大，安藤宗司

＜数理ファイナンス・教育工学・スポーツ統計分野＞
塩濱敬之，渡辺雄貴，田畑耕治，
小泉和之(横浜市立大学)

＜統計的機械学習・数理最適化分野＞
松崎拓也，下川朝有，矢部博

統計科学研究部門（部門長：瀬尾 隆）

連携

小泉研究室(横浜市立大学)

西山研究室(専修大学)

学外

データ解析チーム
(各グループの中から構成)

統計科学研究部門
Statistical Science Research Division

本学には、統計学に携わる研究者がキャンパス間や学部学
科間を超えて数多く在籍しています。これらの分野の研究者
が集結し、活発に交流することによって、東京理科大学なら
ではの研究を行い、「統計科学の研究拠点」、さらには「AI
及びデータサイエンスの理論を中心とした研究拠点」を形成
していきたいと考えています。

  seo@rs.tus.ac.jp設立2020年4月

部門長
理学部第一部応用数学科　教授

瀬尾　隆
Takashi Seo

目的
研究テーマは異なるが、その背後にある共通理論に関心を持つ研究者が集結し、本質的な
理論や手法について研究水準の向上を目指し、データサイエンス時代の新理論の創造や新
分野への開拓などを行うことを目的とします

今後の展開 データサイエンスセンターと密に連携し、企業等との共同研究や統計科学の国際的研究拠
点を目指し、数理データサイエンスの研究に貢献していく
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MOT（技術経営）に蓄積されてきた実践的知見を金融工学の理論も生かし社会に実装する

 ‌�技術と経営、理論と実践、MOT とイノベーションキャピ
タルによる「シンクタンク」

　技術経営において、理論と実践を融合した実践教育を行う MOT と、金融工
学をリードする理科大イノベーション・キャピタルが、その組織・人脈を取り
囲むネットワークも交流し、多様な理論ツールを試すことで、先進技術、知識
情報を活用したプロダクトの開発、新サービスに関する実証研究、社会実装を
目的とする。これは、いわば、令和新時代のシンクタンク「理大総研」ともい
えよう。
　技術経営 (MOT) においては、イノベーションに関連して、大企業からベン
チャーまで、多くの理論的な研究や、ケーススタディが蓄積されている。そう
した技術戦略やベンチャー投資などの成功失敗事例など、様々なノウハウが、
暗黙知として、MOT や理科大 IM、更には、理科大の VB 投資実績等など現
場に眠っている。それらの一部はケーススタディとしては、論文やレポート等
で明らかにされているが、表面的であり、形式知化、実践知化されず、関連付
けされていない。それは、あくまで、専門家の知見によって、初めて有用にな
るが、そうしたノウハウは継承されず、理科大内にも、社会にも共有されてこ
なかった。他方、マクロ面では、統計データはもちろん、今後は更に、多くの
ビッグデータが蓄積されつつあるが、こうしたマクロデータは、形式知であり、
上記の、ミクロベースでの、経営戦略判断や VB 投資における目利きの背景と
なる暗黙知・実践知とリンクしていない。これは、それぞれの分野で、専門領
域が縦割り化しており、マクロとミクロの専門家、技術と金融の専門家、アカ
デミックとビジネスの交流が不十分であることも背景にあろう。今後、多くの
文書やノウハウが、AI の発達によって、データ化、パターン化されつつある。
また、本学データサイエンスセンターが創設され、知見を共有できる。そういっ
た AI やフィンテック、ICT 技術を活用して、MOT 内や IM 内など、ミクロに
蓄積されたノウハウを、共有化、データ化して、マクロな統計データとリンク
させ、融合させることが可能となる。

 ‌�ホップで蓄積された暗黙知の深耕、ステップで KPI 抽出、
ジャンプでデータ化

　第一段階として、可能な範囲で過去の MOT ペーパーや公開されている技術
戦略や VB 投資の成否に関して、幾つかを選んだ、キーワードや KPI を抽出、
これと、マクロな統計データや、有価証券報告書等の外部に公開されたデータ
との関連性を分析する。例えば、経営者の年齢や経歴、従業員の流動性と、技
術戦略、業績、VB 投資の相関性を分析する。
　第二段階として、多くの成功事例を持つ企業経営者や VB の投資家へのイン
タビューで、目利き、投資判断として、何が鍵か、説明資料や質疑応答で何を
判断にしたかを分析し、必要であれば、アンケート調査を行う。これと、上記
のサンプル分析との関連を調べる。
　第三段階として、KPI やキーワードを、AI で抽出し、マクロ統計データや
有価証券報告書の公開データとの相関性を分析し、Ｎを拡大し、データベース
化する。
　図では、ミクロな、企業や VB 投資の個々のリアルな現場のノウハウ、実践

知と、マクロな統計データとの相関分析や相互のフィードバックを示している。
横軸は、MOT にあるケースや企業戦略と IM にある VC としてのノウハウの
共有化を示す。技術経営サイドにおいては、よりマクロでは、科学技術政策と
なり、ミクロでは、企業戦略となるし、IM・金融サイドでは、よりマクロでは、
GPIF におけるポートフォリオ構築や、官民ファンドの政策になり、ミクロでは、
個々の VC の判断基準になるだろう。

（MOT）
若林秀樹教授・・・技術経営（予測、経営分析）、電子産業、ヘッジファンド
ロバート・フェルドマン教授・・・マクロ経済学、経済分析、エコノミクス
日戸浩之教授・・・マーケティング
山崎和己教授・・・科学技術政策、素材産業
坂本正典教授・・・技術経営・応用物性
（URA）
古賀義人センター長・・・企業経営(企業再生、新規事業)、資源・環境リサイクル
飯村亜希子部門長・・・科学技術政策、機微技術管理

東京理科大学イノベーション・キャピタル株式会社
（ベンチャーキャピタル） 等

坂本幸雄客員教授・・・半導体、国際経営
富田純司客員教授・・・ガバナンス、法務 等

学術論文

シンポジウム実施

特許収入の獲得

ベンチャー企業か
らの収益還元

民間企業、外部研究機関と
の実証研究、理論的研究、
ケーススタディの提供

研究成果

技術経営戦略・金融工学社会実装研究部門
東京理科大学

先進技術の商品
化、新サービスの
社会実装による
収益の獲得

共同研究
企業・機関

研究成果

研究資金・データの提供、
実務家教員の派遣

URA データサイエンスセンター

　日本におけるイノベーションや新規事業立ち上げの停滞が久しく指摘されて
おり、特に近年ビッグデータ解析や深層学習・AI 分野での立ち遅れが指摘さ
れている。
　これは、生真面目な商慣行や固定的産業構造・成熟度の高い生産年齢人口構
成など日本に特有のミクロ・マクロな条件が障壁となっている可能性があるが、
別の見方をすると、質の高い成長のためのリソースが残されているとも言える。
豊富な利用価値の高いデータが、企業に死蔵されており、これらを効率的に活
用する機会を掘り起こすことで新しい産業を生み出す可能性があるが、それは、
実務経験の裏付けを持つ学術的な知見により実現可能である。企業・外部研究
機関およびベンチャーキャピタルとの協働を研究成果として集積し、成果を共
同研究先のほか、広く世の中に還元する。

技術経営戦略・金融工学社会
実装研究部門
Department of MOT Strategy & Fintech for Social Implementation

技術と金融、社会科学アプローチと理工学的アプローチを
融合すべく、マクロ、セミマクロ、ミクロ、それぞれの領域
で長年のフィールドサーベイをしてきた、トップエコノミス
ト、トップアナリスト、ベンチャーキャピタリストが集い、そ
の分析ノウハウという暗黙知を、AI などの最新技術により、
形式知に昇華させます。いわば、プロスペシャリストのアプ
ローチを AI 化で、社会実装します。

  wakabayashi.hideki@rs.tus.ac.jp設立2020年4月

部門長
経営学研究科技術経営専攻　教授

若林　秀樹
Hideki Wakabayashi

目的
MOT や理科大 IM に蓄積され眠っている、イノベーションやマネジメント、ベンチャーに関
するケーススタディ、ノウハウなどの暗黙知を、体系・データベース化、社会実装、研究テー
マ選択やベンチャー投資に資する

今後の展開 目利きのノウハウのデータベース化により、研究テーマ選択、新規事業創出、M&A やベン
チャー投資の成功確率を上げることが可能になろう
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赤外自由電子レーザー
研究センター
IR FEL Research Center

FEL-TUS は中赤外領域における周波数可変高輝度パルス
光源として世界的にも極めて特異な位置を占めており、そ
の特徴を最大限に活用すべく学内外の研究者が現在光化
学、分子科学、材料科学、生命科学の基礎および応用研
究を推進しています。

  fel-tus@rs.noda.tus.ac.jp設立1999年4月

赤外自由電子レーザーの高性能化とそれを用いた光科学に関する研究

センター長
理学部第一部化学科　教授

築山　光一
Koichi Tsukiyama

　赤外自由電子レーザー研究センター（略称：FEL-TUS）は、科学研究費学術
創成研究による研究プロジェクト「赤外自由電子レーザーの高性能化とそれを
用いた光科学」の拠点として、1999 年野田キャンパスに設置されました。自
由電子レーザー（FEL：Free Electron Laser）それ自体の開発研究は現在で
も多くの研究機関で行われていますが、FEL-TUS は中赤外光源としての FEL 
の特長を活かした光利用研究を最重点課題として遂行する数少ない施設の一つ
です。
　FEL 装置の概略を図 1 に示します。高周波電子銃より生成された電子ビーム
は、α電磁石でエネルギー分布を調整され、線形加速器へと打ち込まれます。
その後最大 40 MeV まで加速された電子ビームは、偏向電磁石を通してアン
ジュレーターへ導入されます。アンジュレーターとは永久磁石（磁極には
SmCo を使用）の薄い板を規則的に張り合わせたものを上下に配置して、正弦
波的に変調された磁場を生じる放射光発生デバイスです。アンジュレーター中
を加速電子が通過すると、電子は蛇行運動をして接線方向に軌道放射光を発生
します。この軌道放射光はアンジュレーター外側両端に設置された一対の金
コート凹面鏡内（光共振器と呼ばれる）に蓄積され、電子ビームとの間に強い
相互作用を起こさせることによって増幅されます。FEL 光は凹面鏡の直径 1 
mmのピンホールより出力されます。このようにFELはレーザー媒質を有さず、
その発振原理はレーザー（Light Amplification of Stimulated Emission of 
Radiation）、すなわち「レーザー媒質の誘導放射過程を利用した光の増幅」と
いう本来のものとは根本的に異なっています。共振器より射出した FEL 光は実
験室までその特性を保持して導光するため、一度平行光に変換され真空中を自
由空間モードで伝播させています。
　FEL の最大の特徴は、媒質の吸収による発振波長の制限が無く、原理的には
いかなる波長領域でも発振可能であるという点にあります。FEL-TUS は中赤
外領域（MIR：Mid Infra Red）専用に設計され、実用的な発振波長は 5 ～ 10
μm ですが、これは分子の振動運動の吸収周波数帯に相当します。発振の時間
構造にも大きな特徴があります。FEL-TUS の繰り返し周波数は 5 Hz であり、
200 ms 毎のパルスをマクロパルスと呼んでいます。一つのマクロパルスは
350 ps 間隔の一連のミクロパルスから構成されます。
　FEL-TUS の主な特徴として、
　（1） 5 ～ 10 μm において周波数可変であること
　（2） ピコ秒パルスを発振する高出力パルス光源であること
　（3） ほぼ完全な直線偏光性を有すること
等が挙げられます。

（1）に示したスペクトル領域は、分子内の結合様式の差異によって吸収スペク
トルが顕著に異なる「指紋領域」と呼ばれる領域を含んでいます。すなわち赤
外自由電子レーザーによって、ある特定の分子のある特定の振動モードを選択
的に励起することができます。

（2）の特性によって FEL-TUS は様々な非線形光学効果を誘起することができ
ます。分子に光を照射すると分子は通常一光子を吸収します。しかしながら
FEL のように先端出力が高い場合には、一度に複数の光子を吸収する非線形現
象が誘起され、これを多光子吸収と呼んでいます。

（3）の特性は、化学結合の配向性つまり表面にどのような分子がどのような空
間異方性をもって配列しているかを調べるのに利用できます。
　ほとんどすべての分子は中赤外領域に振動励起に基づく吸収帯を有します。
したがってほとんどすべての物質を照射対象として設定することができ、FEL-
TUS は中赤外励起に後続する現象を様々な分析法を通じて追跡することによ
り、その用途は先端計測技術開発から分子科学［1］、材料科学［2］、生命科
学［3, 4］まで極めて多岐にわたります。
　生命科学への応用のトピックスとして、FEL によるアミロイド線維の光分解
効果が見出されました。アミロイド線維は、アルツハイマー病などの難病の原
因物質であり、β-sheet と呼ばれる特殊な構造がシート状に重なり合って形成
されています。これを通常の生理的条件下で分解することは非常に困難ですが、
FEL をアミド I の周波数（6.0 μm）に調整して照射すると、アミロイド線維

の構造が解きほぐされて元のネイティブ構造にリフォールディングすることが
わかりました。今後、アミロイド線維を蓄積している病理組織へ FEL を照射す
れば、病気の改善につながる治療効果などが期待されます。
　当施設は平成 19 年度文部科学省「先端研究施設共用イノベーション創出事
業」【産業戦略利用】に採択されました。2016 年度からは、放射光施設とレー
ザー施設間のネットワーク（光ビームプラットフォーム）構築を通じたイノベー
ション創出を目指すとともに、当研究センターがこれまで培ってきた学術的知
的資産および FEL 光利用の技術的ノウハウを学外に提供することにより、産業
界、大学・独立行政法人等への共用を促進し、1．新規計測技術の開発、2．
化学・物理学・分子科学分野、3．材料科学・物性科学分野、4．生命科学分
野における基礎および応用研究を推進することにより、これらの分野における
赤外光利用研究拠点として活動してきました。
　しかしながらハードウェアの老朽化、同等のスペックを有する京都大学 KU-
FEL の台頭、また 2021 年度より KEK において新しいタイプの自由電子レー
ザーが稼働する予定となっており、赤外自由電子レーザー施設としての役目は
終わったと考えています。よって 2020 年度もって当センターは活動を中止す
る予定です。

[1]	 Isomerization and dissociation of 2,3-dihydrofuran (2,3-DHF) 
induced by infrared free electron laser

	 M. Matsubara, F. Osada, M. Nakajima, T. Imai, K. Nishimura, T. 
Oyama and K. Tsukiyama, J PHOTOCH PHOTOBIO A 322, 53-
59(2016)

[2]	 Wavelength dependence of poly(hydroxystyrene) ablation by 
mid-infrared free electron laser

	 M. Toriumi, T. Kawasaki, M. Araki, T. Imai and K. Tsukiyama J 
PHOTOPOLYM SCI TEC 32, 189-193 (2019)

[3]	 Dissociation of a fibrous peptide by terahertz free electron laser
	 T. Kawasaki, K. Tsukiyama and A. Irizawa, SCI REP-UK 9:10636 

(2019)
[4]	 Study on irradiation effect of mid-infrared free electron laser on 

hen egg-white lysozyme by using terahertz-time domain 
spectroscopy and synchrotron-radiation vacuum-ultraviolet 
circular-dichroism spectroscopy

	 T. Kawasaki, Y. Izumi, G. Ohori, H. Kitahara, T. Furuya, K. 
Yamamoto, K. Matsuo, M. Tani and K. Tsukiyama, J INFRARED 
MILLIM TE 40, 998-1009 (2019)

目的
中赤外領域における周波数可変パルス光源である自由電子レーザー（FEL-TUS：Free 
Electron Laser at Tokyo University of Science）を利用した分子科学・材料科学・生
命科学等の基礎研究を行う

今後の展開 分子科学や分光学の基礎研究、機能性材料、生体関連分子、表面・界面の物性および動力
学の解明を中心に展開し、FEL-TUS の特性を最大限に活用した研究を推進する

図１　赤外自由電子レーザー本体

アンジュレーター

線形加速器

高周波電子銃

α電磁石
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現代代数学と異分野連携
研究部門
Division of Modern Algebra and Cooperation with Engineering

代数学をベースとして理論から実践まで多くの分野を繋げる
研究部門で、2016 年 10 月からスタートしました。数学内
部の理論研究により純粋数学の発展に寄与すると共に、代
数学ベースの連携分野の研究を深化させます。さらに、未
来へ向けた新しい分野との連携構築を行い、東京理科大な
らではの研究拠点を目指します。

  ito_hiroyuki@rs.tus.ac.jp設立2016年10月

代数学諸分野と代数学ベースの応用諸分野の理論を中心とした研究

部門長
理工学部数学科　教授

伊藤　浩行
Hiroyuki Ito

 「現代代数学と異分野連携」研究部門設立の背景と目的
　学問として 2000 年以上の歴史を持つ数学にとって、異分野との相互作用
は学問の深化のために非常に重要なファクターのひとつです。純粋数学は代数
学、幾何学、解析学に大きく分類されますが、代数学と解析学は幾何学（的対
象）を軸として車輪の両輪と捉えることが出来ます。その長い歴史の中で、多
くの理工学諸分野が連続的対象を主に扱う解析学と影響を及ぼし合ってきまし
たが、20 世紀以降、情報科学や情報工学、電気電子工学や機械工学などにお
いて、離散的対象を主に扱う代数学との連携が行われ、新しい研究を生み出し
ています。代数学をベースとした広がりを持つ本部門は、解析学を中心とした

「数理モデリングと数学解析研究部門」と緩やかな連携を結びながら、理工学
全体を支える基礎科学としての数学と、その上にたつ異分野との連携を行い、
理科大ならではの研究拠点として未来に貢献する研究を行うことを目標とする
ものです。

 「現代代数学と異分野連携」部門における研究内容
　本研究部門は、学内に散らばる整数論、数論幾何学、代数幾何学、可換環論、
表現論、保型形式論、代数的位相幾何学などの代数学中心の研究者に加え、離
散数学、組合せデザイン、計算機代数学、計算論理学、暗号理論、符号理論、
応用代数学などの代数学ベースの応用研究を扱う研究者から構成されておりま
す。これまで、分野の垣根や大学の枠を越えた、セミナーやワークショップ、
国際会議などの開催を通じて緩やかな連携関係を保ってきました。今後も、こ
の連携関係を強化し、これまで個人レベルで行われてきた部門内や学外研究者、
さらには民間企業研究者との間の共同研究を、個対多の関係へ進展させ、部門
から多くの基礎研究および連携研究を生み出します。
　具体的に部門内に設置される研究グループは、基礎研究 3 グループ、応用研
究 3 グループがあり、グループ相互に連携をとり合いながら研究を行います。
基礎グループは野田代数セミナー、神楽坂代数学セミナー、特異点・トポロジー
セミナー、代数幾何学ワークショップ、野田代数幾何学シンポジウムを定期的
に開催し、連携をとりながら研究を推進します。一方、応用グループは基礎グルー
プと連携を図り、共同セミナーや特定分野の学内外講師によるワークショップ

開催などにより、異分野間の連携の要となる「出会いの場」や「議論の場」を
積極的に提供し、研究活動の起爆剤とします。また、現在個人レベルで行われ
ている学外研究者や企業との共同研究を組織としての研究に進化させます。

　本部門は基礎グループ、応用グループいずれも理論中心の部門であり、
1）学内の多くの学科に分散している若手から中堅までの幅広い層の研究者の
連携であること（7 学科、20 歳代〜 40 歳代が 70％）、2）国内外での共同研
究実績が豊富であること（欧州 4 カ国 8 名、アジア 2 カ国 4 名、国内研究機
関 17 カ所 20 名、民間 3 企業 5 名の研究者）、3）セミナーやシンポジウム
の定期開催による連携が継続的に行われてきたこと、などが特色として挙げら
れます。

 将来展望
　今後は、連携の第一段階である個と個の協力関係や知識供与、意見交換を経
て、第二段階である問題の共有から共同研究（個から多）へと進み、将来的に
多と多による大きなプロジェクトに発展させたいと考えています。
　代数学ベースの異分野連携は 20 世紀後半から急速に重要性を増し、21 世
紀になった今日も思いがけない新たな連携分野が発見されています。「数理モ
デリングと数学解析研究部門」と共同で行う技術相談窓口や本部門主催の「出
会いの場」などを通して、今後、新たな代数学ベースの異分野連携分を開拓し
ていきます。

目的
代数学内部の相互連携による代数学研究の深化と、20 世紀後半からの代数学ベースの新
しい応用分野との連携を発展させるとともに、未来へ向けた新しい連携分野を発掘すること
を目的とします

今後の展開 数学研究への寄与と既存の連携分野発展を継続すると共に、代数学ベースの新たな連携分
野発見と東京理科大の特色を活かした研究拠点作りを目指します

所属 職位 氏名 学位 主な研究分野

理工学部数学科 （部門長） 教授 伊藤浩行 博士(理学) 代数幾何学・応用代数学

理学部第一部数学科 教授 眞田克典 理学博士 多元環のコホモロジー論・多元環の表現論

理学部第一部数学科 教授 木田雅成 Ph.D 整数論

理学部第一部数学科 教授 功刀直子 博士(理学) 有限群の表現論

理学部第一部応用数学科 教授 佐藤洋祐 Ph.D 計算機代数・計算論理

理学部第一部応用数学科 教授 関川浩 博士(数理科学) 計算機代数

理工学部情報科学科 教授 宮本暢子 博士(経営工学) 離散数学・組合せデザイン

理学部第二部数学科 准教授 佐藤隆夫 博士(数理科学) 代数的位相幾何学

理工学部数学科 准教授 青木宏樹 博士(理学) 保型形式

理工学部数学科 准教授 大橋久範 博士(理学) 代数幾何学

理工学部数学科 准教授 小松亨 博士(理学) 代数的数論・数論幾何学

理工学部数学科 准教授 八森祥隆 博士(数理科学) 代数学・整数論

理工学部教養 准教授 中村隆 博士(数理学) 数論・確率論

理工学部数学科 准教授 加塩朋和 博士(理学) 整数論

理工学部電気電子情報工学科 准教授 五十嵐保隆 博士(学術) 理論的暗号解読

理学部第二部数学科 嘱託助教 野村次郎 博士(理学) 代数的整数論

理工学部数学科 嘱託助教 榎園誠 博士（理学) 代数幾何学

理工学部数学科 嘱託助教 松本雄也 博士(数理科学) 代数幾何学
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基礎・計測
部門長
理学部第一部数学科　教授

加藤　圭一
Keiichi Kato 

　本研究部門は、2015 年度〜 2019 年度に設置された「数理モデリングと数

学解析研究部門」を改組して、「数理科学連携研究部門」として、2020 年 4

月に設置されました。数学解析、数値解析、物理学、化学、生物学、工学の境

界領域での連携研究を行うことを目的としています。

 部門内の共同研究
　３つの研究グループ（数理物理グループ、数理生物グループ、数理工学グルー

プ）により、部門内の共同研究を進めます。

数理物理グループ
　シュレーディンガー方程式などの方程式の解の新しい数値解法を完成し、開

発した数値解法を具体的な問題に応用することを目的としています。

　加藤らが開発した波束変換を用いたシュレディンガー方程式の解の表現公式

を物性物理学に応用することを模索しています。波束変換を用いたシュレー

ディンガー方程式の解の表

現方法の数値計算に適する

改良に成功し、実際に数値

計算を試みています。また、

数理物理学に関連する講演

会や連続講義を企画してい

ます。

数理生物グループ
　感染症流行を記述する感染症モデルや癌の浸潤現象等を記述する走化性モデ

ルをはじめとする、時間発展に伴う生物個体数の増減を調べるための数理生物

モデルの解の漸近挙動の解析を行っています。本研究グループの石渡恵美子、

牛島健夫、江夏洋一による感染個体の生息領域の拡大を記述した自由境界問題

に関わる共同研究では、個体の出生や死亡を考慮しない短期流行モデルにおい

て、形状を保ったまま空間上を伝播するような進行波解の存在・非存在に関す

る新たな結果が得られています。

　また、2018 年 2 月より、

神楽坂「感染症にまつわる

数理」勉強会を開いていま

す。感染症に関連する研究

を行う数学・生物学・医学

などの幅広い分野の研究者

から、感染症にまつわる話

題を定期的に提供していた

だいています。

数理工学グループ
　連続体（弾性体、流体）における様々な現象の数学解析およびそれらの応用

として逆問題の研究を行うグループです。

　弾性構造物における破壊現象や流体現象（渦糸の運動）などの数学解析を行

うと共に、地震時における断層破壊や逆問題への応用について考察します。逆

問題については生体における非侵襲的な検査や材料における非破壊検査に由来

する媒質中に潜む不連続性（空洞、き裂、介在物や障害物など）の位置や形状

の情報を観測データから抽出する再構成の問題や、地震学における震源過程の

逆解析を考察することが

目的です。また、海外か

らの専門家の招聘やセミ

ナー・国際研究集会の開

催を行っています。

 総合研究院他部門との連携
　21 世紀に入ったころより、数学が様々な分野に役に立つことが広く知られ

るようになり、我が国でも数学の重要性が見直されています。総合研究院には、

数学系の研究部門は、本部門と「現代代数学と異分野連携研究部門」（以下代

数部門と呼ぶ）の２部門があります。代数部門と連携して学内他部門・他分野

との連携を強化したいと思っております。「数理モデリングと数学解析研究部

門」のときに代数部門と共同で設置した「技術相談窓口」や総合研究院のイベ

ントを活用して、積極的に学内他部門との連携を図ります。

 学外の研究機関との連携
　前身の数理モデリングと数学解析研究部門（以下数理モデリング部門と呼ぶ）

とのときに現代代数学と異分野連携研究部門と共同で東北大学数理科学連携研

究センターとの連携研究を模索し、2020 年 1 月に数理モデリング部門と代

数部門が中心となり総合研究院と東北大学数理科学連携研究センターとの連携

研究協定を締結しました。この連携研究協定を用いて、本部門と代数部門が中

心となり、東北大学との連携研究を推進します。また、学外他機関との連携も

進めます。

数理解析連携研究部門
Research Alliance for Mathematical analysis

2020 年に数理モデリングと数学解析研究部門を改組して
設立した研究部門です。数学解析の研究者および数値解析
の研究者が、それぞれの学問領域に閉じこもることなく、そ
れぞれの研究成果を物理学、工学等の研究者と共有し、発
展させることを目指しています。我々の研究部門でお手伝い
できることがあればご協力します。

  kato@rs.tus.ac.jp設立2020年4月

目的 数学解析に関わっている純粋数学、応用数学、理学、工学の研究者を結集して、数学と理学・
工学の境界領域の研究を行うことを目的としています

今後の展開 数理解析分野に関連する部門内共同研究、学内他部門および他大学研究機関との連携研究
を推進します

数学解析、数値解析と関連する理学、化学、生物学および工学の諸部門との連携研究
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基礎・計測

 背景
　現在の量子コンピュータ研究が盛況を呈する契機となったのは、カナダの
D-wave systems 社が 2011 年に超伝導アニーリングマシンを販売開始した
ことでした。それは汎用量子コンピュータではなくて、最適化問題を解くのに
適した、量子アニーリングマシンでした。汎用タイプとしては、アニーリング
に対して、ゲートタイプマシンと呼ばれる量子コンピュータがあります。先ご
ろ Google がこのゲートタイプで、量子超越性を達成したという大きなニュー
スがありました。この結果は日本を含めた各国の政府、研究機関、研究者にゲー
トタイプの量子コンピュータの開発研究の重要性を改めて認識させる結果とな
りました。

 我々が目指すもの
　研究の中心である超伝導量子ビットには、従来の古典的半導体回路と同じよ
うに、エラー（誤り）が発生します。また外部雑音などによって、量子ビット
の量子重ね合わせ状態（俗に言う猫状態）が壊れてしまう現象（デコヒーレン
ス現象）もあり、これもエラーの一要因となります。真の実用化という意味で
の量子コンピュータと呼ばれるシステムは、このような誤りに対する耐性を
持ったシステムです。そこで本研究部門では、超伝導量子ビットを用いた様々
な誤り耐性量子回路の開発を実施していきます。世界では 2050 年までに誤
り耐性型量子コンピュータの出現が期待されていますが、その実現に向けて本
研究部門もその実現に貢献していきます。
　集積性、操作性という観点から、超伝導素子が量子ビットとして最も適して
いると考えられています。しかし、超伝導量子ビットにも問題点があります。
それはコヒーレンス時間がまだまだ短いという点です。量子ビットの研究の初
期から、超伝導以外の物理システム、例えば光とかイオン、冷却原子、半導体
といったものが研究されてきました。我々の研究部門でも、超伝導量子ビット
だけでなく、スピンや光量子ビットの量子回路を追求していきます。

 東京大学との共同研究
　本研究部門のもう一つの研究活動として、東京大学との共同研究があります。
連携先は、東京大学のナノ量子情報エレクトロニクス研究機構（http://
www.nanoquine.iis.u-tokyo.ac.jp/）と量子イノベーション協創センター 

（http://qdot.iis.u-tokyo.ac.jp/index.html）です。研究テーマは、単一光子
を用いた量子光学分野です。

 メンバー

所属 名前
東京理科大学 髙柳　英明
東京理科大学 蔡　兆申
東京理科大学 佐中　薫
東京理科大学 Mark Paul Sadgrove
東京理科大学 渡部　昌平
東京理科大学 渡邉　昇
東京理科大学 入山　聖史
東京理科大学 神澤　健雄
東京理科大学 橋爪　洋一郎
東京大学 荒川　泰彦
理化学研究所 樽茶　清悟
NEC 山本　剛
NICT 仙場　浩一
NTT 齊藤　志郎

ナノ量子情報研究部門
Division of Nano-quantum Information Science and Technology

量子コンピュータ研究はここ数年、にわかに活況を呈してい
ます。ナノテクノロジーの進歩による量子ビットのコヒーレン
ス時間が長くなったことも理由の一つです。しかし実用化に
はまだほど遠く、真の意味でエラー訂正機能を持った量子コ
ンピュータの実現に向けた研究を加速する必要があります。

設立2020年4月

部門長
総合研究院　院長

髙柳　英明
Hideaki Takayanagi

目的 理論・実験両面から、超伝導量子ビット、光量子ビット、スピン量子ビットの最適動作（環境）
の解明を目的とします

今後の展開 研究部門として、量子コンピュータの 30 年後の実用化へ貢献したいと考えています

ナノ技術とその量子情報およびエレクトロニクス応用

 
         h-taka@rs.tus.ac.jp
takayanagi.h@gmail.com

超伝導量子ビット評価用の希釈冷凍機の一部。多数の広帯域信号線が見える。 ２ビット超伝導量子論理ゲートの写真。２つのトランズモン型量子ビット
（十文字状の構造）が超伝導共振器で結ばれている。

（東京理科大学　蔡研究室）
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共同利用・共同研究拠点

火災安全科学研究拠点
Research Center for Fire Safety Science

拠点長
総合研究院　教授

萩原　一郎
Ichiro Hagiwara

 kasaianzen-ml@tusml.tus.ac.jp設立2009年7月

「火災安全科学研究拠点」は、文部科学省より共同利用・共同研究拠点として認定され、
学外の研究者と先端的な共同研究を行っています。
本拠点では、東京理科大学における火災安全に関する研究・教育を推進するとともに、
全国の大学等との共同研究及び共同利用に供し、我が国の火災安全研究・教育、次世
代を担う学生・研究者の科学教育・研究の推進に寄与することを目的とします。

国内の知を集約させる役割を本拠点で担うことで、効率的かつ効果的な成果が期待され
ると同時に、多分野横断型の火災科学 “ 理論 ”と大型実験施設による “ 実践 ” 的対応を
中心とした研究が実施され、火災被害損失の低減に大きく寄与することが期待されます。
主には、都市化に伴う新空間（超高層、地下）および工業化・省エネルギー化に伴う新
材料（主にアルミ、プラスチック等）の利用に伴って増大する火災の潜在リスクの抑制に
資することを目的として研究を行っています。

 公募に関するスケジュール
　公募は、原則として年1回とし、研究開始は年度初めとしています。ただし、
必要に応じて緊急を要するような研究課題については、年度の途中から申請を
することも可能です。
　申請に関するおおよそのスケジュールは次の通りです。

 公募研究テーマ（採択例）
［一般研究課題］
A.	 建築火災安全に関する基礎的研究
	 ●	大規模ファサード火災からの放射熱の測定方法及び推定アルゴリムの 

	 構築のための実験的研究

B.	 材料燃焼科学に関する基礎的研究
	 ●	木質系仕上げ材の自己展炎性制御に関する検討
	 ●	内装材料の側方火炎伝播速度の測定方法に関する検討

C.	 消防防災に関する基礎的研究
	 ●	高粘度液体による木板外壁への防火性に関する研究

D.	大規模火災に関する基礎的研究

E.	 火災安全の技術革新および対策に関する研究

F.	 火災リスク低減に資する技術革新が期待できる研究

［重点研究課題］
G.	建築物の構造耐火性等に関する実験的研究 (※ )

（※）	大型壁炉、多目的水平載荷加熱試験装置を使用する等の大規模実験を
伴う課題

●	テーマ掲示開始時期
●	申 請 期 間
●	採 択 結 果 通 知
●	共 同 研 究 開 始
●	成 果 概 要 の 提 出

：2月中旬
：2月中旬〜3月中旬
：4月上旬
：4月〜翌年3月
：翌年4月中旬

	公募課題選定委員会
公募された研究テーマに対し、申請課題の採否を検討する委員会。申請に対して、
研究目的の明確さ、研究計画および研究方法の妥当性、申請予算の妥当性、研究
の成果の見通しと発展性などを考慮して採択・不採択の審議を行います。

	設備・機器管理専門委員会（WG）
主に実験棟の利用計画の管理を行います。その他、施設内の設備・機器の維持
管理も行い、さらに、利用者に対して設備・機器の使用方法等の講習会や安全
管理講習なども行います。

	研究テーマ策定専門委員会（WG）
共同利用・共同研究として相応しく、かつ本拠点の目的や社会のニーズに見合っ
た研究テーマを策定すべくテーマ・計画の立案を行います。

	評価委員会
共同研究の遂行状況や成果に関して中間・事後評価を行うことで、研究の方向
性も含めたチェック機関としています。

　拠点の中心となる運営委員会は、委員長を中心に、10名の委員（学内5名、
学外5名 ）により構成されています。
　運営委員会は、研究及び業務の基本方針、管理運営の基本方針(予算の原案
作成等を含む)、公募研究テーマ等の事業計画等々、本拠点に関する事項の最
高意志決定を行う場となります。
　運営委員会の傘下に公募課題選定委員会、および2つの専門委員会(WG)を
設けることで、円滑な運営を図っています。公募課題選定委員会および各専門
委員会の役割は下記の通りです。

　国際化・ネットワーク化・人材育成の機能を高め、拠点活動を更に強化すべく、
2017年度から、文部科学省による「特色ある共同研究拠点の整備の推進事業
～機能強化支援」の支援をうけ、次の事業を展開しています。
・様々な産業界のニーズに応える共同研究の実施
・情報発信力の強化による広報活動及び人材育成への貢献

火災安全科学研究拠点
（拠点長：火災科学研究所長）

運営委員会

公
募
課
題

選
定
委
員
会

設備・機器管理
専門委員会
（WG）

研究テーマ策定
専門委員会
（WG）

評
価
委
員
会

総合研究院

図　拠点運営組織

目的

 運営体制および評価の方法

 特色ある共同研究拠点の整備の推進事業
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 利用可能施設・装置の例

コーンカロリーメータ試験装置（ISO5660）
熱放射のある場での建築材料の着火性や発熱性を調べるための装置で、円
錐形の電気ヒーターの下に試験体を置き、ヒーターから熱放射を加えつつ試
験体表面上10mmのところにパイロット炎を当てます。熱放射は0～
50kW/㎡までの範囲に設定でき、それぞれの熱放射での着火時間・発熱量
を測定します。

中型複合炉
耐火性能を試験評価する設備であり、柱・梁・床・壁等のあらゆる構造部材
に対応できます。ISO834に定められた標準加熱温度および炉内圧力を制御
できる加熱設備です。加熱炉サイズは幅・奥行き・高さ1.5mとなっており、
また急加熱も可能です。

多目的水平載荷加熱試験装置
加熱と載荷の両機能を一体化することで、試験体対象部材に外部加力を与
えながら耐火試験を行うことが可能な装置です。建築物の水平部材「梁、床、
屋根」および垂直部材「柱、壁」など、建築物のあらゆる構造部材について、
ISO834で提案されている試験体サイズに対し、規定の標準加熱温度曲線に
よる耐火性能試験・評価に対応可能な設備です。

大型壁炉
建築の外壁材の火災における耐火性能を試験評価する設備であり、ISO834
に定められた標準加熱温度および炉内圧力が制御できる加熱設備です。壁
面に20台のバーナーを配置して、加熱サイズは3.5×3.5mまで可能です。
載荷加熱試験も可能です。

燃焼熱量測定用フード（5×5m）
室内の家具・備品等を燃焼させ、その燃焼ガスを捕集・分析し、燃焼特性
を解析する設備です。ダクト内に燃焼ガスの流量測定およびサンプリング装
置を装備しています。設計上の測定発熱量は最大2MWを想定しており、最
大600㎥ /minの吸煙量を設定できます。また、移動型4×4mも有してい
ます。

火災実験用実大区画（散水設備対応）
幅6m× 奥行き6m× 高さ2.7m の室内を模擬した実規模火災区画であり、
天井部にはスプリンクラー等の散水設備を設置することが可能です。主に、
散水設備の消火性能実験に用いられる他、最近では散水設備を作動時の煙
流動性状の実験が行われています。

ルームコーナー試験装置（ISO9705）
幅2.4m×奥行き3.6m×高さ2.4m（約6畳）の空間に、幅0.8m×高さ
2mの開口を設けた装置であり、室内に家具や壁紙等を配して初期火災から
盛期火災を再現することが可能です。また室内全体が短時間で火炎に包まれ
るフラッシュオーバー現象も再現可能で、その時の燃焼ガス濃度、温度分布、
室内映像も測定できます。

FTIR ガス分析装置（ISO19702）
燃焼性・発煙性試験装置に接続して、燃焼ガス分析を高速連続測定が可能
なように開発されたものです。短時間間隔（5～10秒）での測定値を更新
することが可能となっており、測定対象ガスを火災燃焼発生特有のガス種に
特化しています。

ICAL 試験装置（放射パネル）
本装置は、一定の熱流束を放射熱伝達で与えた状態において、可燃物の燃
焼挙動を把握する装置です。放射加熱を受ける部材の熱的挙動を調べるこ
ともできます。パネルヒーター部は、幅1.75m×高さ1.38mの加熱面積を
有し、表面温度を950℃に上昇させることにより、50kW/㎡の熱流束を可
燃物に与えることができます。
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 設立の経緯
　本拠点は、保有する光触媒性能評価装置等を広く開放し、全国の研究者と
の共同研究を通じて、光触媒研究の加速的な推進と光触媒技術の発展・普及
を目指す研究ネットワークの中核拠点として、文部科学省「特色ある共同利用・
共同研究拠点」に認定され、2015年4月にスタートいたしました。また、
2015年度から2017年度まで実施した「特色ある共同研究拠点の整備の推進
事業～スタートアップ支援～」での活動実績が認められ、2018年に平成30
年度「特色ある共同研究拠点の整備推進事業〜機能強化支援〜」に採択され
ました。

 拠点の目的
　東京理科大学は，「理学の普及を以て国運発展の基礎とする」を建学の精神
に掲げ、「日本の理科大から世界の理科大へ」を目指しています。本拠点は、
特徴的な装置群を広く開放し、内外の優れた研究者との共同研究を推進する
ことで、光触媒研究の中核機関となることを目指します。
　また、光触媒はホンダ・フジシマ効果に端を発する日本発の科学技術であり、
その発見から今日までの発展を日本が牽引してきました。光触媒技術の積極
的かつ必然的な導入を目指した共同研究を推進することで、日本発の技術で
あることの広報活動とこれを契機としたより一層の光触媒技術の発展を先導
する活動を実施します。

 拠点の特色
　光触媒はすでに1,000億円産業に発展していますが、それでもなお社会か
らはより高度なニーズが多数上っています。本拠点では、光触媒が持つセル
フクリーニング効果や強い酸化分解力を利用した空気・水浄化、太陽光エネ
ルギーの物質変換である人工光合成などを活用し、クリーンな環境やクリー
ンなエネルギーなどを創出するホンモノ志向の研究活動を推進します。
　そのため、JIS、ISO基準に準拠した光触媒性能評価用機器の利用促進を
図るとともに、最先端プラズマプロセス等の新規合成法を駆使した光触媒材
料の開発も支援します。本拠点の装置群を広く公開し、内外の研究者との共
同研究を通して、社会実装につながる学術研究を促進する活動を行います。
具体的な社会実装として、①省エネ・環境配慮型社会の実現、②安全安心な
健康社会の実現、③快適空間の実現を目指しております。

共同利用・共同研究拠点

光触媒研究推進拠点
Photocatalysis International Research Center (PIRC)

今後の展開

目的

拠点長
栄誉教授

藤嶋　昭
Akira Fujishima

本拠点のみに整備された光触媒性能評価装置群を広く開放し、共同研究を介した優れた研
究者コミュニティの形成を推進することで、光触媒研究の中核機関となることを目的とします

光触媒の社会実装を通じて、①省エネ・環境配慮型社会の実現、②安全安心な健康社会の
実現、③快適空間の実現を目指します

「環境の時代」と言われる 21 世紀。私たちは、地球温暖化
や資源枯渇、大気汚染や水質汚染など、多くの問題を抱え
ています。光触媒は「環境技術」であり多様な可能性を秘め
ています。本拠点が光触媒研究の中核機関となり、世界中
の研究者との共同研究を推進することで光触媒を発展させ、
諸問題の解決に貢献したいと考えております。

 PIRC@rs.tus.ac.jp設立2015年4月

図 1　光触媒研究推進拠点の銘板
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図 3　光触媒研究推進拠点での目標

省エネ・環境配慮型社会の実現 
安全安心な健康社会の実現 

快適空間の実現 

・光触媒付き樹脂ガラスの開発 
・建材への光触媒遮熱塗料の開発 
・高効率水分解光触媒材料の開発 
・二酸化炭素を原料とする燃料 
　生成プロセスの研究開発 

・光触媒のモビリティ応用 
・水・空気浄化に向けた除菌 
　技術の開発 
・光触媒式モスキートトラッ 
　プシステムの開発 
・植物工場における有用植物 
　の生産技術開発 

・内装材用環境浄化型光触媒の開発 
・室内空間への太陽光導入システムの開発 

図 2　光触媒研究推進拠点での研究

本拠点が所有する特徴的な装置群を活用することで、光触媒科学を深化させ社会実装に結び付ける

図 4　光触媒研究及びその実用化による経済・社会への波及
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東京理科大学 研究推進機構総合研究院と

東北大学 数理科学連携研究センターとの

連携協力に関する協定調印について

　2020年1月17日に東北大学において、本学特任副学長（研究推進機構総合
研究院長） 髙柳英明教授、総合研究院数理モデリングと数学解析研究部門長

（2020年4月1日より数理解析連携研究部門長）加藤圭一教授、総合研究院 
現代代数学と異分野連携研究部門長伊藤浩行教授が出席し、本学研究推進
機構総合研究院と東北大学数理科学連携研究センターとの部局間協定の調印
式が行われました。
　本学研究推進機構総合研究院と東北大学数理科学連携研究センターは、
研究及び教育の分野における数理科学に関係する研究の相互協力を円滑かつ
効果的に実施することを目的とし、連携協力に関する協定を締結しました。
　これにより、これから益々の相互発展のための連携協力が期待できます。

東京理科大学研究推進機構総合研究院
https://rist.tus.ac.jp/
東北大学数理科学連携研究センター
http://www.racmas.tohoku.ac.jp/

リンク

写真は、本学特任副学長（研究推進機構総合研究院長）髙柳英明教授と東北大学数理科学連携研究センター長小川卓克教授との調印式の様子です。
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総合研究院沿革 Tokyo University of Science

2020～

2000～2009

2010～2019

歴代の長

総合研究所発足　
固体物性、界面科学、火災科学、リモートセンシングの4部門
破壊力学部門開設　全5部門
バイオシステム部門開設　全6部門
生命科学部門発足　全7部門
● 固体物性研究部門、破壊力学研究部門を解消
● バイオシステム研究部門をインテリジェント研究部門へ改称
● 計算力学研究部門開設、高温超伝導研究部門開設　全7部門
生命科学研究所創設

1981.1.22

1982
1983
1987
1988

1989
静電気研究部門開設　全8部門
野田地区に研究スペースを確保
付属研究施設・海洋生物研究施設設置
情報科学教育・研究機構発足
付属研究施設・高機能新素材合成解析センター設置

1990

1994
1996
1997

ＤＤＳ研究部門が学術研究高度化推進事業に採択
火災科学研究部門が21世紀COEプログラムに採択

「東京理科大学における研究所等のあり方について（答申）」
「東京理科大学総合研究機構設立の提案
（東京理科大学総合研究所将来計画の最終答申）」
総合研究機構発足　10センター　5研究部門
研究推進室を設置
東京理科大学創立125周年
研究技術部研究機器センター設立
総合研究機構設立記念フォーラム「サイエンス－ひと－２１」開催　
赤外自由電子レーザー研究センターが
先端研究施設共用イノベーション創出事業に採択
社会連携部を設置
第2回総合研究機構フォーラム

「人の生活を支える歯の再生医療と人間動作のエンハンスメント」開催
火災科学研究センターがグローバルCOEプログラムに採択
第3回総合研究機構フォーラム「ものづくりから環境まで̶創造的分野横断」開催

「現状と課題」初刊
火災科学研究センターが理系の私学で初の共同利用・共同研究拠点として認定
News Letter 「RIST」初刊

2003.4
2003.7
2004.3
2005.4

2005.11.1
2006.1
2006.5
2006.10
2006.11
2007.4

2007.7
2007.11

2008.6
2008.10

2009.7
2009.8

「領域」の導入
火災科学研究センターグローバルCOEプログラムにより国際火災科学研究科を新設
経済産業省「イノベーション拠点立地支援事業」により、光触媒国際研究センターを設置
研究戦略　産学連携センター（URAセンター）設置

「総合研究棟」オープニングセレモニー開催
研究推進機構 総合研究院へ改組
光触媒研究センターが共同利用・共同研究拠点に認定
第10回総合研究院フォーラム「Only at TUSを目指して」開催
総合研究院に研究懇談会を設置
文部科学省「平成28年度私立大学ブランディング事業」の採択を受け
ウォーターフロンティアサイエンス＆テクノロジー研究センターが発足
花王生活科学寄附研究部門を設置
第1回総合研究院アカデミー開催
東北大学数理科学連携研究センターとの連携協力に関する協定調印

2010.4

2013.4
2014.4
2014.5.29
2015.4

2015.11
2016.4
2016.11

2017.6
2018.12
2020.1.17

6研究センター　２0研究部門　２共同利用・共同研究拠点2020.10現在

高木 敬次郎 （1981-1982）

丸安 隆和 (1982-1985)

鶴田 禎二 （1985-1990）

向山 光昭 （1990-2001）

浅島　誠 （2016-2018）

髙柳 英明 (2018-現在)

石井 忠浩 （2001-2004）

二瓶 好正 （2004-2007）

福山 秀敏 （2007-2016）

1980～1999
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総合研究院沿革 Tokyo University of Science
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2010～2019
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総合研究所発足　
固体物性、界面科学、火災科学、リモートセンシングの4部門
破壊力学部門開設　全5部門
バイオシステム部門開設　全6部門
生命科学部門発足　全7部門
● 固体物性研究部門、破壊力学研究部門を解消
● バイオシステム研究部門をインテリジェント研究部門へ改称
● 計算力学研究部門開設、高温超伝導研究部門開設　全7部門
生命科学研究所創設

1981.1.22
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1987
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静電気研究部門開設　全8部門
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火災科学研究部門が21世紀COEプログラムに採択

「東京理科大学における研究所等のあり方について（答申）」
「東京理科大学総合研究機構設立の提案
（東京理科大学総合研究所将来計画の最終答申）」
総合研究機構発足　10センター　5研究部門
研究推進室を設置
東京理科大学創立125周年
研究技術部研究機器センター設立
総合研究機構設立記念フォーラム「サイエンス－ひと－２１」開催　
赤外自由電子レーザー研究センターが
先端研究施設共用イノベーション創出事業に採択
社会連携部を設置
第2回総合研究機構フォーラム

「人の生活を支える歯の再生医療と人間動作のエンハンスメント」開催
火災科学研究センターがグローバルCOEプログラムに採択
第3回総合研究機構フォーラム「ものづくりから環境まで̶創造的分野横断」開催

「現状と課題」初刊
火災科学研究センターが理系の私学で初の共同利用・共同研究拠点として認定
News Letter 「RIST」初刊
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火災科学研究センターグローバルCOEプログラムにより国際火災科学研究科を新設
経済産業省「イノベーション拠点立地支援事業」により、光触媒国際研究センターを設置
研究戦略　産学連携センター（URAセンター）設置

「総合研究棟」オープニングセレモニー開催
研究推進機構 総合研究院へ改組
光触媒研究センターが共同利用・共同研究拠点に認定
第10回総合研究院フォーラム「Only at TUSを目指して」開催
総合研究院に研究懇談会を設置
文部科学省「平成28年度私立大学ブランディング事業」の採択を受け
ウォーターフロンティアサイエンス＆テクノロジー研究センターが発足
花王生活科学寄附研究部門を設置
第1回総合研究院アカデミー開催
東北大学数理科学連携研究センターとの連携協力に関する協定調印
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6研究センター　２0研究部門　２共同利用・共同研究拠点2020.10現在

高木 敬次郎 （1981-1982）

丸安 隆和 (1982-1985)

鶴田 禎二 （1985-1990）

向山 光昭 （1990-2001）

浅島　誠 （2016-2018）

髙柳 英明 (2018-現在)

石井 忠浩 （2001-2004）

二瓶 好正 （2004-2007）

福山 秀敏 （2007-2016）

1980～1999

［野田キャンパス］

交通アクセス

JR山手線…秋葉原駅乗換え→（つくばエ
クスプレス）流山おおたかの森駅乗換え
→東武野田線（アーバンパークライン）
運河駅まで[約41分]

JR山手線…上野駅乗換え→（JR常磐線
快速）柏駅乗換え→東武野田線（アー
バンパークライン）運河駅まで[約49分]

秋葉原駅から

東京駅から

上野駅から

アクセス
東武野田線（アーバンパークライン）
「運河駅」下車 徒歩5分
つくばエクスプレス…流山おおたかの森
駅乗換え→東武野田線（アーバンパー
クライン）運河駅まで[約38分]

JR常磐線快速…柏駅乗換え→東武野
田線（アーバンパークライン）運河駅まで
[約43分]

千葉駅から

大宮駅から
東武野田線（アーバンパークライン）…
運河駅まで[約60分]

JR総武線…船橋駅乗換え→東武野田
線（アーバンパークライン）運河駅まで
[約60分]
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● 大気科学研究部門
● 超分散知能システム研究部門
● 脳学際研究部門
● インテリジェントシステム研究部門
● 現代代数学と異分野連携研究部門
● ナノカーボン研究部門
● 界面科学研究部門
● 実践的有機合成を基盤としたケミカルバイオロジー研究部門
● 先進複合材料・構造CAE研究部門
● アカデミック・ディテーリング・データベース部門
● 核酸創薬研究部門
● 先端都市建築研究部門
● 合成生物学研究部門
● 再生可能エネルギー技術研究部門
● アンビエントデバイス研究部門
● 生物環境イノベーション研究部門
● 統計科学研究部門
● 技術経営戦略・金融工学社会実装研究部門
● 数理解析連携研究部門
● ナノ量子情報研究部門

● 火災科学研究所
● 赤外自由電子レーザー研究センター
● 光触媒国際研究センター
● ウォーターフロンティアサイエンス＆テクノロジー研究センター
● スペース・コロニー研究センター
● ヒト疾患モデル研究センター

● 火災安全科学研究拠点 火災安全科学研究拠点運営委員会

公募課題選定委員会

● 光触媒研究推進拠点 光触媒研究推進拠点運営委員会

公募課題選定委員会
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RIST creates new directions in science and technology achievable“only at TUS”.

総合研究院

総合研究院は東京理科大学の社会的な使命を達成するため研究体制を強化し続けます。

野田統括部 野田研究推進課

■
■

■

神楽坂キャンパス 東京都新宿区神楽坂1-3
葛飾キャンパス 東京都葛飾区新宿6-3-1

野田キャンパス 千葉県野田市山崎2641

お問合せ先
■総合研究院に関すること
野田統括部 野田研究推進課

［TEL］ 04-7122-9151　［FAX］04-7123-9763
［URL］https://rist.tus.ac.jp/

■産学連携に関すること
研究戦略・産学連携センター

［TEL］ 03-5228-7440　［FAX］03-5228-7441
［URL］https://www.tus.ac.jp/ura/


